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第 14 回総会・学術集会講演報告
■セッションⅡ

1）寄生虫研究とバイオセーフティ

河津信一郎
帯広畜産大学・原虫病研究センター

　寄生虫学は、原虫や蠕虫、寄生性の節足動物（疥
癬やウシバエなど）といった、いわゆる寄生性の真
核生物を研究対象とする学問分野で、ウイルス学あ
るいは細菌学など他の感染症研究分野に比較して、
対象とする病原体の生物相が広い。また、研究者が
日々の実験に用いる生物種には、これらの病原体に
加えて、その媒介節足動物あるいは中間宿主となる
貝類が含まれる。このような寄生虫研究の特殊性
が、研究・実験の対象となる生物相の範囲をさらに
広めている。また、寄生虫研究者が所属する国内の
学会も、日本寄生虫学会や日本獣医寄生虫学会、日
本衛生動物学会など多岐にわたる。各学会間でのバ
イオセーフティについての意識や取り組みもまちま
ちで、これらの実験管理について関連学会間で横断
的に話し合う仕組みも整備されていないのが現状で
ある。
　今回の発表では、これら寄生虫研究を取り巻くバ
イオセーフティの現状と問題点について概説させて
いただいたが、その要点を、国内の寄生虫関連各学
会でのバイオセーフティの様子や日本寄生虫学会で
の取り組み、寄生虫研究バイオセーフティを巡る懸
案事項、の順で以下にまとめた。

日本寄生虫学会でのバイオセーフティ
　日本寄生虫学会は、医学寄生虫学を研究の対象と
する研究者が所属する学会で、この学会では主にヒ
トの寄生虫病を対象とする研究が行われている。こ
の学会に所属する研究者が取り扱う寄生虫の BSL
は 1-2 となる。また、「感染症の予防及び感染症の
患者に対する医療に関する法律等（感染症予防法）」
の特定病原体に指定される寄生虫もクリプトスポリ
ジウム属パルバム（遺伝子型がⅠ型、Ⅱ型のもの）
のみとなる。これらのことから、日本寄生虫学会で
の寄生虫研究を巡るバイオセーフティは、細菌学会

あるいはウイルス学会での研究を巡るそれらに比較
して、総じて簡単と言える。第 83 回日本寄生虫学
会大会（2014 年 3 月 愛媛大学）の発表演題で研究
対象とされた寄生虫の種類は、原虫、蠕虫、マダニ
などの節足動物など多岐に及ぶが、やはりマラリア
原虫を対象とした研究の数が飛び抜けて多く、トキ
ソプラズマを対象とした研究がこれに次ぐ。日本国
内の実験室で使用されているマラリア原虫には大き
く分けて、ヒトのマラリア原虫とネズミのマラリア
原虫がある。前者では in vitro 培養が可能な熱帯熱
マラリア原虫（Plasmodium falciparum）（BSL2）が、
後者では逆遺伝学実験のツールが利用できて、また
媒介蚊（Anopheles stephensi）での媒介試験も可能
な Plasmodium berghei（BSL2）が、国内の実験室
でよく使用されているマラリア原虫種となる。トキ
ソプラズマは1属1種で、Toxoplasma gondii（BSL2）
が使用されている。P. falciparum や T. gondii は
ヒト赤血球や細胞を加えた合成培地で継続培養が
できるので、これら原虫種を用いた in vitro 実験は
基本実験室（BSL-2）にて実施できる。P. berghei
や T. gondii のマウス感染実験も基本動物実験室

（ABSL-2）で実施できる。蠕虫では、Schistosoma
属吸虫（住血吸虫）（BSL2）、Echinococcus 属条虫（多
胞条虫）（BSL2）や Strongyloides 属線虫（糞線虫）

（BSL2）をマウスに感染させる実験が行われている
が、これらも ABSL-2 にて実施が可能となる。一
方、P. berghei を A. stephensi に感染させる実験や
Schistosoma 属吸虫を媒介貝に感染させる実験（媒
介動物を用いての感染実験）、および T. gondii を
ネコに感染させる実験、Echinococcus 属条虫をイ
ヌに感染させる実験（終宿主を用いての感染実験）
には、ABSL-2 に付加的なバイオセーフティが必要
になる。後者ではヒトへの感染源となる胞子が主に
実験動物の糞便中に排泄されるので、実験者や周囲
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環境に一定の感染および汚染の危険が伴うことにな
る。前者については、「日本衛生動物学会でのバイ
オセーフティ」の項目で詳しく述べる。

日本獣医寄生虫学会でのバイオセーフティ
　日本獣医寄生虫学会は、獣医寄生虫学を研究の対
象とする研究者が所属する学会で、この学会では主
に動物の寄生虫病を対象とする研究が行われてい
る。この学会に所属する研究者が取り扱う寄生虫の
BSL もやはり 1-2 となる。これらのうち法律で特段
の取り扱いが必要になる病原体としては、家畜伝染
病予防法での監視病原体に指定される寄生虫が挙げ
られるが、実はこの学会ではこの監視病原体を対象
とした研究が多数行われている。対象となる病原
体には、Babesia 属原虫（BSL2）や Trypanosoma
属原虫（BSL2）が含まれる。これら病原体の保
持及び取り扱いは、同法律に従い BSL-2 あるいは
ABSL-2 に付加的なバイオセーフティが必要にな
る。以下に農林水産省動物検疫所ホームページから
取得した「管理区域」概要を示す。

日本衛生動物学会でのバイオセーフティ
　日本衛生動物学会は、ハエ、カ、マダニ、ある
いはネズミといった衛生動物を研究の対象とする
研究者が所属する学会である。この学会に所属す
る研究者が取り扱う寄生虫（衛生動物）の BSL は

BSL-1 となるが、うち媒介動物（ベクター）として
機能する節足動物について病原体との関連を調べる
研究では付加的なバイオセーフティが必要になる。
病原体の伝播し易さを便宜的に表す数値に Basic 
Reproduction Number がある。これは 1 人の患者
から何人の患者が感染するかを感染症毎に表した数
字で、インフルエンザが 1.5-3.5、はしかが 9-17、ま
た AIDS が約 1.0 となる。一方ベクターを介して伝
播する感染症、例えばマラリアのそれは 100 以上と
一気に三桁に跳ね上がる。この数字からもベクター
で病原体を媒介する実験には一定の危険が伴うこと
が理解できる。

日本寄生虫学会の取り組み
　日本寄生虫学会では、学術担当理事の下に、病原
体取り扱いや DNA 組換え実験、動物実験などの関
連法規に、専門に対応するワーキンググループを整
備している。同ワーキンググループでは、様々な寄
生虫研究を専門とする会員 10 名で構成され、関連
法規の改訂時のパブリックコメントに積極的に参加
して寄生虫学会の利益を代弁するとともに、法規改
定の内容を迅速かつ的確に学会員あてに周知すると
いったサービスを提供している。ワーキンググルー
プでは同時に、病原体取り扱い、DNA 組換え実験、
動物実験について、寄生虫研究者間でのコンセンサ
スを構築することを目標としている。そのために、

届出伝染病等病原体実験室
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喫緊の対応が必要な懸案事項として、（1）媒介動物
や終宿主を用いた感染実験ガイドラインの作成と、

（2）新たに病原性が確認された寄生虫について情報
配信の仕組み作り、の 2 点が挙げられる。

媒介動物や終宿主を用いた感染実験ガイドラ
インの作成
　ベクターや終宿主を用いた感染実験の危険性につ
いては、各学会でのバイオセーフティにて概説した
が、これら実験の実施にあたって参考となるのが「国
立感染症研究所病原体等安全管理規程」での「指定
寄生虫を用いた感染実験」の記載となる。以下に関
連の記載を同規定から抜粋するが、ABSL-2 には通
常ケージ滅菌用の大型のオートクレーブが設置され
ているので、ケージ、汚水、汚物の熱処理について
の対応はさほど難しくないと思われる。一方、［媒
介動物を用いての感染実験］での二重扉の設置や、

［終宿主を用いての感染実験］での日々の屎尿処理
については工夫が必要になるところと考える。これ
ら要件を満たしつつ、できるだけ多くの研究室にて
当該の実験が安全に実施可能なよう、実例なども含
めて解説した実験ガイドラインを、寄生虫研究に携
わる関連三学会で協議しながら早急に作成する必要
がある。

●�国立感染症研究所病原体等安全管理規程 「病原
体等の BSL 分類等」

指定寄生虫を用いた感染実験
［媒介動物を用いての感染実験］
媒介昆虫を用いた Leishmania、Trypanosoma 及
び Plasmodium 等の感染実験にあたっては、媒
介昆虫は完備せる昆虫飼育ケージに入れ、二重の
密閉扉を有する実験室内で行う。
また、媒介貝を用いたSchistosoma、Angiostrongylus
等の感染実験に当たっては、実験貝は完備した飼
育装置内で飼育し、実験終了後の使用水ならびに
装置を熱処理可能な施設で行う。

［終宿主を用いての感染実験］
Toxoplasma gondii、Echinococcus 属感染イヌ等
を用いた実験に際しては完全な屎尿処理等を行い
得るケージを用いて排泄物の処理を行うと共に、
実験終了後はケージならびに実験室が熱処理でき
る施設で行う。

新たに病原性が確認された寄生虫についての
情報配信の仕組み作り
　最近新たに病原性が報告された寄生虫に、粘液胞
子虫 Kudoa septempunctata（クドア・セプテンプ
ンクタータ）がある。この胞子虫はヒラメなど魚
類の体側筋に寄生し、ヒトを宿主とすることはな

届出伝染病等病原体動物実験室
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い。しかしながら、クドア・セプテンプンクタータ
が寄生するヒラメの筋肉を刺身で食したヒトに一
過性の嘔吐や下痢が起きた事例が報告されている

（農林水産省ホームページ：http://www.maff.go.jp/
j/syouan/seisaku/foodpoisoning/f_encyclopedia/
kudoa_qa.html）。厚生労働省は、関連の食中毒事
例の調査と集計を開始した平成 23 年 6 月から平成
23 年 12 月までの間に、クドア・セプテンプンクター
タを原因とする食中毒が 33 件あったと報告してい
る。平成 26 年度に開催された日本寄生虫学会およ
び日本獣医寄生虫学会でも、クドア・セプテンプン
クタータを対象とした研究が数題発表されているこ
とから、国内にはこの寄生虫を取り扱う研究室が複
数存在していることが伺える。一方、平成 26 年 7
月 1 日に施行された研究開発二種省令告示の改正に
おいて、クドア・セプテンプンクタータは新たに同
省令の別表二に記載され、この寄生虫を用いた遺伝
子組換え実験では P-2 の拡散防止措置を執ることが
法律で義務づけられた。この寄生虫のバイオセーフ
ティについては、魚病研究に携わる研究者も含めて
関連する学会間で話し合う必要があると考える。ま
た、研究開発二種省令告示の改正など、新たに病原
性が報告された寄生虫についての重要な情報を、で

きるだけ多くの関連研究者に迅速に配信できるネッ
トワーク網の整備についても、寄生虫研究に携わる
関連三学会で協議する必要がある。

まとめ
　幸い「寄生虫」には今のところ BSL3-4 に分類さ
れる病原体はなく、これが、現在の寄生虫研究での
多様なバイオセーフティ、即ちバイオハザード対策
を許す背景となっている。一方、寄生虫研究でのバ
イオセーフティを総体的に考えてみると（1）媒介動
物や終宿主を用いた感染実験ガイドラインの作成
や、（2）新たに病原性が確認された寄生虫について
の迅速な情報共有、といった早々に解決しなければ
ならない懸案事項も存在している。そのため、関連
学会間での協力と綿密な話し合いが必須であること
には論を待たない。この作業をバイオセーフティの
専門家集団からの指導や助言の基に進められれば理
想的と考える。寄生虫研究に携わる多くの研究者が
適切なバイオハザード対策のもと安全に実験を行え
るよう、日本バイオセーフティ学会ご所属の各分野
専門家の皆様には、適宜ご指導をいただけるようお
願いしたい。

■セッションⅡ

2）日本細菌学会バイオセーフティ委員会の業務

川端　重忠
日本細菌学会

バイオセーフティ委員会委員長
大阪大学大学院歯学研究科

口腔細菌学教室

1．はじめに
　日本細菌学会にはバイオセーフティ委員会が設置
されており、7 名の委員によって運営されている。
主たる業務は、細菌に関わる法令等を会員に周知す
ること、ワクチン接種に関する意見や要望を担当行
政機関に提言すること、病原体の取り扱いに関する
手引き書（本学会では、病原体等安全取扱・管理指
針と称する）を発行すること、バイオセーフティレ
ベル（BSL）を見直すこと、細菌学会会員からのバ

イオセーフティ諸問題が寄せられたときに対応する
こと等、多岐にわたっている。これらの業務の一端
を紹介する。

2．病原体の取り扱いに関する手引き書
　病原体の取り扱いを誤ると、実験者自身やその周
辺の者、第 3 者にまで影響を及ぼし、バイオテロの
材料に悪用される恐れがある。そのために病原体の
適切な取り扱いと管理を学会員に周知することを目
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的として、2001 年に「病原細菌に関するバイオセー
フティ指針」を作成した。2006 年の「感染症の予
防及び感染症の患者に対する医療に関する法律」、
いわゆる「感染症法」の改正において、法規制の対
象となる病原体に関する情報など、会員に知らせる
必要がでてきた。このような諸事情を受け、2008
年に「病原体等安全取扱・管理指針」を発行した

（図 1）。これは、5 つの章からなり、病原細菌取り
扱いの手引き、日本細菌学会バイオセーフティ指
針、ガイドライン、教育用菌株の分譲、病原体の輸
送、感染症法について記載されている（表 1）。現在、
関連細菌のバイオセーフティレベルの見直しを始め
ており、また、「感染症法」の変更点が蓄積されて
きたこと等を受けて、本指針の改訂を進めなければ
いけない時期にきている。

3．教育用菌株の分譲
　1975 年より、主に医、歯、薬および農学部の学
部学生や医療技術学校の学生に対する教育のため、
教育用菌株の分譲業務を行っている。岐阜大学をは
じめとする、表 2 に挙げた機関がその分与業務を
担っている。最近、日本細菌学会のホームページを
刷新し、使い勝手が格段に向上したと思う（図 2）。
菌株分譲の申し込み方法や必要経費、分譲菌株リス
トなどの情報は、ホームページにアップされている
ので、是非利用して頂きたい。

4．会員からの問い合わせ
　会員からバイオセーフティに関する事項の問い合
わせに対して、随時、対応している。新たに細菌を
扱う会社や事業部から、業務を始めるにあたって、
BSL の確認や安全キャビネットの必要性などの問
い合わせが多い。細菌学を専門とする教員や研究者
のいない大学が増えたせいか、学生実習に用いる菌
株などについての相談も寄せられる。大きな総合大
学などでは、独自の「病原体取り扱い指針」を作成
している。しかし、指針を持たない大学では対応に
苦慮することがある。近年、病原細菌の菌株分譲に
おいても適切に対応しないと、罰則を与えられる案
件がでてきた。ところが、会社や大学の中には、現
状を認識されていないことがあり、官学からの更な
るバイオセーフティ関連情報の発信が必要であると
感じる。

5．�ナショナルバイオリソースプロジェクトへ
の協力

　文部科学省が主体となり、実験動植物や微生物等
のバイオリソース（研究開発の材料としての動物・
植物・微生物の系統・集団・組織・細胞・遺伝子材
料及びそれらの情報等）のうち、国が戦略的に整備
することが重要なものについて、体系的な収集・保
存・提供等の体制整備を行う「ナショナルバイオ
リソースプロジェクト（NBRP）」を実施している。
私たちの関連分野について言及すると、NBRP では
細菌・真菌（放線菌を含む）・原虫に関して、a．基
準株、b．BSL2、3 の高度病原菌、および c．これ
まで感染例の報告のある菌種、新鮮な臨床分離株を
収集・保存・提供することを主たる目的としている。
また、個々の菌株においては、質的向上を図るため
に、重要な菌株の遺伝子情報を整備し、今後、いか
なる感染症が起こった場合でも、確実に対応できる
病原微生物株のコレクションを目指している。
　病原細菌については、岐阜大学大学院医学研究科
と大阪大学微生物病研究所が中心となり事業を推進
している。本バイオセーフティ委員会は、この病原
細菌グループをサポートするかたちで、活動してい
る。具体的には、リストに加えるべき菌株の選択、
有用な菌株を保存するため学会員への啓蒙と情報伝
達を行っている。特に、後者の場合、責任ある立場
の研究者が退職されると、貴重な菌株やその誘導体
などが散逸することが珍しくない。これは関係学会、
大学等研究機関に留まらず、国としての損失であり、
これからも NBRP 事業への協力を積極的に行って
いく。

図 1．�日本細菌学会が発行する病原体等
安全取扱・管理指針
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表 1．病原体等安全取扱・管理指針の内容

表 2．日本細菌学会における教育用菌株分与機関一覧
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6．おわりに
　日本細菌学会バイオセーフティ委員会がなすべき
業務は、年々増えており、限られた少数の委員で、
すべての事項に当たることは難しくなってきた。こ
れからも関係学会や研究会とさらに緊密に連絡をと

り、迅速な情報交換をすることが益々、必要になっ
ていると感じる。特に、日本バイオセーフティ学会
と協力することは重要であり、この分野における貴
学会のリーダーシップを大いに期待したい。

■セッションⅤ

1）改正家畜伝染病予防法の実際

伏見　啓二
農林水産省

　我が国において、家畜防疫は、畜産の振興及び畜
産物の安定供給を図る上で重要な役割を担っていま
す。近年、アジア諸国において口蹄疫や高病原性鳥
インフルエンザが続発しており、家畜防疫の重要性
はますます高まっています。
　こうした中で、平成 22 年 4 月に宮崎県で発生が
確認された口蹄疫は、約 30 万頭に及ぶ牛・豚の殺処
分を行うなど、地域経済・社会に大きな影響を与え
ました。この口蹄疫対策を検証するため、第三者か
ら成る口蹄疫対策検証委員会を農林水産省に設置し、
22 年 11 月に報告書が取りまとめられました。この
報告書の中では、特に「発生の予防」、「早期の発見・
通報」、「発生時の迅速な初動対応」が最も重要とさ
れました。加えて、我が国においては、22 年 11 月

から 23 年 3 月にかけて、高病原性鳥インフルエンザ
の発生が多くの地域でみられました。
　このような状況を踏まえ、迅速・的確に対応でき
る家畜防疫体制を構築し、22 年の口蹄疫のような
事態が今後起こらないようにするため、我が国にお
ける家畜防疫に関する基本法である家畜伝染病予防
法が 23 年 4 月に改正されました。
　家畜伝染病予防法の改正の主なポイントを項目ご
とに整理すると、①国と都道府県・市町村との役割
分担、②畜産農家における飼養衛生管理の強化、③
家畜の伝染性疾病の発生時に備えた準備、④患畜・
疑似患畜の早期の発見・通報の徹底、⑤国の財政支
援の拡充、⑥口蹄疫のまん延時における患畜・疑似
患畜以外の家畜の殺処分（予防的殺処分）、⑦その他、

図 2．日本細菌学会のホームページ
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となります。
　「発生の予防」のためには、空港や海港における
輸入検疫の強化と並んで、畜産農家の方々に日頃か
ら適切な飼養衛生管理をしていただくことが大切で
す。このため、家畜伝染病予防法の改正に合わせ、
同法に基づき、家畜の所有者が遵守すべき衛生管理
の方法に関する基準を定めた「飼養衛生管理基準」
が大きく見直されました。
　また、改正した法律により、病原体の流出等によ
る家畜の伝染性疾病の発生・まん延の危険性の低減
を図る観点から、国内における病原体の所持、譲渡
等について、病原体の危険度に応じた規制が新たに
設けられました。具体的には、規制対象となる病原
体の種類を家畜伝染病病原体と届出伝染病等病原体
に分けた上で、以下の規制を行うこととされました。

（1）�家畜伝染病病原体（家畜伝染病の病原体であって
農林水産省令で定めるもの）を所持しようとする者
は、農林水産大臣の許可を受けなければならない。

（2）�（1）の許可を受けた者は、家畜伝染病発生予防規
程の作成、病原体取扱主任者の選任、病原体の
取扱施設に立ち入る者に対する教育・訓練、病
原体の保管等に関する事項の帳簿への記載等を
行わなければならない。

（3）�届出伝染病等病原体（家畜伝染病病原体以外の
家畜伝染病の病原体及び届出伝染病（家畜伝染
病以外の伝染性疾病で家伝法第 4 条の規定によ
る届出義務の対象となるもの）の病原体であっ
て、農林水産省令で定めるもの）を所持する者は、
当該届出伝染病等病原体の種類等を農林水産大
臣に届け出なければならない。

　病原体の所持に関する措置については、法律の施
行前から関係者に説明をし、既に許可や届け出が行
われおり、万全を期しているところです。
　改正法では、口蹄疫や高病原性鳥インフルエンザ
の発生を踏まえて、将来起こりうる発生に備え、よ
り早く、より確実に、疾病の清浄化を図るためのも
のです。さらに、前述のとおり、「発生の予防」、「早
期の発見・通報」及び「発生時の迅速な初動対応」
に重点を置いて家畜防疫体制を強化するためのもの
であります。これが実際に機能するためには、国、
地方公共団体、家畜の所有者、獣医師等の関係者が
新しい制度をいかに活用し、具体的に対応していく
かにかかっていると言えることから、大動物に関わ
る方を始め、これらの関係者と協力・連携しながら
体制整備・強化に万全を期す必要があると考えてい
ます。

■セッションⅤ

2）海外の動物実験におけるバイオセーフティ
―オーストラリア CSIRO、Geelong の紹介―

山田　学
農研機構・動物衛生研究所 国際重要伝染病研究領域

1．はじめに
　オーストラリア家畜衛生研究所（Australian 
Animal Health Laboratory ： AAHL）はオースト 
ラ リ ア 連 邦 政 府 の 科 学 技 術 産 業 研 究 機 構

（Commonwealth Scientific and Industrial Research 
Organization ： CSIRO）の中の畜産分野における
国立研究所の一つである。AAHL の責務は、おも
にオーストラリア国内には存在しない家畜重要感染
症のサーベイランスと診断、感染症制御のための研
究を柱としている。そしてその活動には技術指導や
相談、啓蒙活動、重要感染症発生時の対応も含まれ

る。AAHL は国際獣疫事務局（OIE）の新興感染
症に関するコラボレーティングセンターとしてだけ
でなく、世界保健機構（WHO）の人獣共通感染症
に関するリファレンスラボラトリーとしても認定さ
れている。
　AAHL は、世界で最も革新的な感染性病原体の
高度封じ込め研究施設の一つであり、Bio-security 
Level 3 および 4（BSL3 and BSL4）の病原体の
大動物への感染実験研究が可能な大動物実験施設

（Large Animal Facility ： LAF）を有し、常時安全
に稼働している。この BSL4 区画は、人間や動物に

‒ 9 ‒

JBSA    Newsletter    Vol.5    No.1 ( No.12 )



対して、強い感染力と病原性リスクをもつ病原体も
安全に取り扱うことができるため、人間に致死性の
ウイルスのワクチンや治療薬の開発研究や病態研究
も可能となっている。
　 私 は 2008 年 か ら 約 2 年 間、CSIRO AAHL の
LAF 内での感染実験研究に従事する機会を得た。
BSL4 動物実験室ではヘンドラウイルスのフェ
レットや馬への感染実験、剖検を経験した。今回、
CSIRO AAHL の動物実験施設におけるバイオセー
フティについて簡単に紹介させていただく。

2．AAHLにおける微生物封じ込め
　AAHL の感染性微生物高度封じ込め研究施設は
気密性が高く設計されており、ヒトや家畜、野生動
物に危害を及ぼすような病原体を外部環境に漏出
させないような数々の工夫が施されている。研究
施設は 1978 年に着工され、当時の工事費 1 億 5000
万豪州ドルで建設された。これは現在のレートで
換算すると 6 億 5000 万豪州ドル（520 億円）とな
る。高度封じ込め研究施設は 5 層構造になっており

（図 1）、そのうちの 4 層（地下 1 階から地上 3 階ま
で。Secure area と言われている）は気密性の高い
分厚いコンクリートによって箱状に外界と完全に遮
断されている。Secure area は、感染性微生物を研
究施設内に封じ込めておくために、すべて外部に
対して陰圧に保たれている。この厳重な “ 箱 ” であ
る Secure area 内の研究区画や動物実験区画はさら
に遮蔽壁によって “箱” に区切られており（Box in 
box system）、このそれぞれの “ 箱 ” の内部は気密
扉と精巧な吸排気調節システムによって、さらに陰
圧が強く保たれている。このように、段階的な陰圧
環境と複数の物理的な障壁によって Secure area 内
で取り扱う感染性微生物が環境中へ漏れ出るリスク
を最小限にしている。Secure area 内で研究を行う
部分は地上 2 階部分だけであり、地上 1 階部分は排
水管収容区画、地下 1 階部分は排水処理区画、地上
3 階部分は空気供給・排気処理区画というように残
りの部分はすべてその研究施設 1 階部分を安全に運
用するための付帯施設である（図 1）。Secure area 
から出るものはすべて滅菌消毒され、その状況はす
べて記録される。吸排気も HEPA フィルターを通
して処理され、排水は加熱処理され、ゴミはすべて
焼却処理される。また発電機、ボイラー、空気調節
機器等の施設の運用に必要不可欠なものは、三重の
バックアップ体制を備えて不測の事態が起こっても
施設が安全に運用できるように考えられている。
　職員は農場での居住と農場への立ち入りを禁止さ

れ、イヌ・ネコ以外の動物の飼育禁止を義務づけら
れている。職員以外でも、一度封じ込め研究施設
内に入った訪問者は、その後 7 日間の家畜への接
触、農場への立ち入りが制限されている。すべての
職員・訪問者は動物実験区画から、さらに Secure 
area から出るときには着ている内部用衣服をすべ
て脱いで、シャワーを浴びることを義務づけられて
いる。BSL4 実験施設からの退出には消毒薬による
ケミカルシャワーも義務付けられている。内部用
衣服は Secure area 内ですべて洗濯・滅菌される。
AAHL にはこういった微生物封じ込めや職員のバ
イオセーフティについて施設全体を監視する中央監
視室（The Central Monitoring Service ： CMS）が
設置されている。CMS では職員や訪問者の出入り
と安全、バイオセキュリティ、施設のパフォーマン
スの監視を 24 時間、365 日行っており、危機の早
期摘発と迅速な対応を確実にしている。
　AAHL の感染性微生物封じ込めの運営に関する
安全上の事項は AAHL 内外の複数の委員会によっ
て毎年監査を受けている。これらの監査結果は
CSIRO の幹部へ報告され、問題があれば迅速に対
策が講じられる。高度封じ込め研究施設で働く職員
は、毎年 AAHL 内外の様々なバイオセキュリティ
に関する資格認定試験や教育訓練が義務づけられて

図 1．�AAHL の微生物封じ込め（CSIRO AAHL、HP・
パンフレットより許可を得て転載）。
AAHL の病原微生物高度封じ込め研究施設は
box-within-box の理念で建設されている。建物
は 5 階建てであるが、実際に使用している研究
施設はレベル 3 の 1 階部分のみ。あとの上 2 階
は空調施設、下の 2 階は排水、廃棄物処理施設。
また、病原微生物が建物の外に出て行かないよ
うに建物内部は陰圧に保たれている。病原性の
高い病原体を扱う部屋はより施設の中央にあり、
より陰圧に保たれている。さらに感染動物を扱
う動物実験施設内が最も陰圧に設計されている。
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おり、感染性微生物を安全に取り扱うための知識と
スキルの向上がはかられている。感染性微生物は、
適切な封じ込め環境下で十分な技術と知識を持った
人によって扱われない限り封じ込めることはできな
いという理念の元、感染性微生物封じ込めに関する
啓蒙活動は AAHL 職員だけでなく、地方自治体を
介して、畜産関係企業や団体、そして各農場関係者
にまで広く発信されている。

3．Large Animal Facility: LAF
　AAHL の世界的に最も優れた特徴として、大動
物実験施設（Large Animal Facility）： LAF が挙
げられる。LAF では BSL2~BSL4 までの動物実験
が可能で、独自空調、エアーロック・シャワー室
を完備した 28 室の動物実験室と大動物用解剖室 1
室からなる。解剖室は BSL2 の動物のみ使用され、
BSL3 以上の部屋では実験室内で解剖まで行われ
る。BSL3 や BSL4 の部屋でも牛や馬といった大動
物を複数頭飼育しての実験を可能とする。屠体は
オートクレーブ後に解剖室併設の焼却炉で処理され
る。カナダのウィニィペグにも家畜用の BSL4 施設
があるものの、実際には子豚を使った実験しか運用
されておらず、大動物の BSL4 実験が実際に行われ
ている施設は世界にここだけである。LAF は BSL3
実験施設内にあり、より陰圧下で管理されている。
　LAF への立ち入りは LAF 管理責任者の許可が必
要で、その許可には通常の実験室内作業用の教育訓
練に加えて、LAF 内作業用の教育訓練（Training 
Requirements for Working in the Large Animal） 
の履修が必要である。また直属の上司の許可も必
要とする。直属の上司は半年間の BSL3 実験室での
実務の中でその人の人柄や技術を観て、その人が
LAF 内作業に従事できるか否かを判断する。LAF
への立ち入りはカードアクセスによって管理されて
いる。このカードを得るためにはオーストラリア連
邦政府が定めるセキュリティークリアランス（人
物証明・無犯罪証明）をパスする必要がある。さ
らに個々の動物実験室への立ち入りには Personal 
Identification Number（PIN：暗証番号）が必要で、
この PIN も有資格者のみが支給される。LAF への
立ち入りおよび個々の動物実験室への立ち入りの 
際には LAF 管理責任者と、CMS への連絡と許可
が必要で、立ち入りの際には記録簿に、誰が、いつ、
どの部屋に、なぜ入室するか記載する。カードで
LAF 外更衣室に入室し、実験着をすべて脱ぎ、タ
オルだけ持ってエアーロックからシャワー室を通っ
て裸で LAF 内更衣室に入る。この際カードも持ち

込まない。立ち入りの際にはシャワーは浴びない。
LAF 内更衣室で所定の LAF 内用オーバーオールを
着用して LAF 内へと進む。
　LAF 内で作業するスタッフは安全のために各動
物実験室における実験内容を把握しておく必要があ
るため、それぞれの部屋での実験の状況については
ミーティングやメーリングリストで事前に伝えられ
る。また、それぞれの部屋での実験状況については、
使用している病原体や動物、期間、責任者等も含め
て各部屋のドアに掲示されている。感染実験中なの
か、どんな病原体をあつかっているのか、ホルマリ
ン燻蒸中なのか、動物の馴置期間中なのか等その日
の状況についても、職員は各実験室に入る前に必ず
確認してから入室する。各動物実験室へのドアは施
錠されており、開錠には各自の暗証番号が必要であ
る。その実験室への入室が許可されていない職員や
その日の入室を事前に届出していない職員は暗証番
号を打っても入室できないように厳重に管理されて
いる。またその実験室のバイオセーフティレベルに
ついては一目でわかるように、ドアの掲示は色で区
分けされている。たとえば BSL3 zoonosis の場合は
図 2 のように黄色で示される。さらに特殊な個人防 
御具が必要な場合にも、ドアへの掲示で注意喚起が
なされている。たとえば、図 2 のような青色の掲
示で、ブレシング・フードの着用を指示されてい
る場合、電動空気清浄器付防毒マスクを着用しな
ければならない。ヒトへの気道感染の危険性があ
る病原体を取り扱う BSL3 動物実験室内では、こう
いった電動空気清浄器付防毒マスク（Powered Air 
Purifying Respirators: PAPR) を着用して感染のリ
スクを防ぐ（図 3）。空気はヘパフィルターを介し
てフード内に供給される。BSL4 内での作業では、
スタッフは陽圧防護宇宙服を着用して、高病原性病
原体から守られている。空気は着脱式のホースを介
して外部から陽圧宇宙服内へ供給される。
　LAF からの退出は立ち入りの時と逆の手順で行
う。LAF 内更衣室で LAF 内用オーバーオールを
脱いで、所定のオートクレーブ用容器に入れ、裸で
エアーロックからシャワー室を通って LAF から退
出する。動物室でシャワーを浴びたときは通常シャ
ワーを浴びない。LAF 外更衣室で着ていたものを
着用し、自分のカードで更衣室のドアを開け退出す
る。このとき記録簿に退出時刻を記載する。

4．�BSL4 大動物実験におけるバイオセーフ
ティリスク

　BSL4 実験では、部屋自体が primary barrier と
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なりその中のものはすべて汚染とみなされる。その
ため BSL4 実験施設で働く職員は陽圧防護宇宙服を
着用し、致死性感染病原体の暴露から守られている

（図 4）。大動物を用いた実験の場合、通常の実験時
においても動物と飼育柵の間に挟まれたり、蹴られ
たりするリスクがある。BSL4 動物実験では、そう
いった物理的傷害のリスクに加え、動物や飼育柵に
ぶつかったり、引っかけたりした場合の陽圧防護宇
宙服損傷のリスクが BSL4 実験室内作業と比較して

非常に高い。フェレットやコウモリといった実験動
物の取り扱いにも通常の作業以上の注意が必要で、
咬まれたり、ひっかかれたりするリスクを避けるた
め、必ず麻酔をかけた後に作業を行い、保定の際に
は防護グローブを着用する（図 3）。麻酔下におい
ても、口腔スワブの採材の際では歯などに触れるこ
とでグローブを破かないように細心の注意が必要で
ある。大動物の安楽殺や解剖は、注射針やメス、解
剖刀、ノコギリ等の刃物類を使用するため、通常の
作業でもケガや事故のリスクが高く、陽圧防護宇宙
服を着ての BSL4 内作業はよりそのリスクが増大す
る。また陽圧防護宇宙服を着ての作業は、通常の作
業と比較して、より高い体力が要求される。加えて
絶えず気を張って作業をすることから、精神的にも
高い負荷がかかる。そのため BSL4 内の動物実験は
必ず複数のスタッフで作業を行い（2 人 ~4 人）。ま
た、実験の責任者として、経験値の高い職員に必ず
入ってもらい、その責任者の指示に従って作業を執
り行う。BSL4 内での 1 日の最大作業時間や 1 週間
の最大作業時間も決められていた。非常事態時の
バックアップ体制が担保できないため、勤務時間外
の作業は原則禁止されている。
　グローブは BSL4 大動物実験において、最もバイ
オセーフティリスクの高い部分である。作業による
穴や裂け目、カットのリスクが高いため、解剖刀や
ハサミ、メス等を使う際には、必ずアンチカット・
グローブを装着する。注射針を扱う場合は特に注意

図 2．�動物実験室の入り口前の張り紙（色で標示分け）。
使用している病原体、動物、期間、実験スケジュー
ル、責任者等も記載。

図 3．�電動空気清浄器付防毒マスク。
空気は腰の電動吸気ヘパフィルターを介して
フード内に供給される。動物は麻酔下で取り扱
い、ゲージからの取り出しの際には咬まれても
大丈夫なグローブを着用。

図 4．�陽圧防護宇宙服。LAF 内 BSL4 大動物実験室。
BSL4 内での作業では、スタッフは陽圧防護宇宙
服（スーツと呼ばれている）を着用して、高病
原性病原体から守られている。空気は写真左端
の黄色いホースを介して外部からスーツ内へ供
給される。
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が必要で、二人で作業して保定者の手を刺すリスク
を避けるため、基本的に一人で実施する。注射針を
扱う作業は経験値の高い職員のみ許可されていた。
またグローブの長期間の保存による品質の低下のリ
スクも高いため、グローブの使用前には必ず各自の
責任でチェックを行っていた。グローブに必要な強
度や厚さを求めると扱いやすさが落ちる難点があ
る。細かい作業を行うときには、思うようにいかな
いグローブにいらいらすることもあるが、そういう
ときでも絶えず冷静に、高い集中力を保つことが必
要とされる。細かな作業もスムーズに行えるように、
日ごろから訓練を実施していた。
　BSL4 内の大動物実験では、排水を含めた他の施
設・設備に係るリスクも高い。たとえば排水管が糞
便や餌で詰まってしまうと他の部屋や階への汚水汚
染のリスクがあることから、実験室内清掃も出来る
だけ水で流さず手作業で行い、糞便等はオートク
レーブ処理後焼却していた。
　陽圧防護宇宙服を含めた個人防御具や救命具、職
員同士の会話用の無線ヘッドセット、緊急用の酸素
供給装置やケミカルシャワー、エアーロックドア、
実験室内排給水、オートクレーブ、室内電話、電
源、備品等は実験前に必ず試験従事者と試験責任者、
LAF 管理責任者によって 3 重のチェックを行うこ
とが義務付けられている。

5．BSL4 教育訓練と必要資格
　AAHL の BSL3 および BSL4 施設内での業務に従
事する職員には、バイオハザードを防ぐために、講
義と実技で構成されるバイオセーフティ教育訓練が
毎年課せられている。それぞれの教育訓練には理解
度を確認するための試験が設けられており、その試
験に合格しないと終了証はもらえなかった。
　BSL3 実験室内での作業を行うためには健康診断
が毎年課せられている。さらに BSL4 内での作業を
行うためにはより厳しい健康診断が課せられてい
る。肝機能値が改善するまで動物実験に参加できな
かった動物管理職員もいた。私の場合、オーストラ
リア入国前に虫歯はすべて治療するよう言われてい
た。裸眼で視力が良かったのも重宝された。非常事
態において BSL4 内から同僚を担いで脱出しなけれ
ばならない想定のもと、体力測定も毎年行われ、基
準値をクリアする必要があった。私の場合、体力に
は自信があったが、立位体前屈で床に指が届かず、
資格認定をもらえない危機に陥った（ストレッチと
腹筋の後、気合で届かせた）。
　さらに、BSL3 実験室に入るためには緊急救命士

の資格とオーストラリア連邦政府の国家資格である
検疫物取り扱い主任者の資格が必要で、BSL4 に入
るためにはそれに加えて、酸素の取り扱い主任者の
資格が必要であった（図 5）。
　こういった BSL4 の動物実験用の教育訓練や資格
認定を受けるためには BSL2 および BSL3 の動物実
験を経験し、複数の上司や LAF 管理責任者から実
験を的確に安全に行うスキルを持っているかどうか
の承認を受ける必要がある。また、BSL4 の実験資
格をすべて取得したとしても、いきなり実験のすべ
てを任されるわけではなく、まずは一緒に入って実
験のお手伝いから始まり、所定の経験時間を経て、
一緒に BSL4 に入る職員や試験責任者に認められて
から、メスやナイフの使用許可を得る。その後より
バイオセーフティリスクの高い注射針の使用の許可
や動物の保定許可を得て、試験責任者として一つの
実験を任されるようになる。

6．おわりに
　人の生命を脅かすような感染症が国内に入ってき
たとき、もしくは国内で発生したとき、誰かがそ
の検査や医療業務を行う必要がある。BSL4 はそう
いった致死性感染症を取り扱う職員の安全を守るた
めにある。職員の安全が第一で、職員は施設・設備
等のハード面で守られている。一方で職員は施設・
設備の安全な運用に責任を負っている。AAHL の
職員全員が、責任感と一体感を持ってルールを徹底
し、自分だけでなく、同僚やその家族を見ながら（？）
専門家としての仕事をしている。ちょっとした不注

図 5．�BSL3 実験室に入るためには緊急救命士の資格が
必要。BSL4 に入るためにはそれに加えて、酸素
の取り扱い主任者の資格が必要。外部委託業者
による講習と実習、資格認定試験を受ける。
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意で感染事故を起こしてしまったり、病原体を建物
外へ漏らしてしまったりしたら、国の施策である
BSL4 の根本が失われることを理解している。ただ
1 度の失敗も絶対に許されず、タフな精神力と高い
スキルが要求される。BSL4 への立ち入り制限が厳
しく、二重、三重のチェック機構があるのはそういっ
たことによる。今回、第 14 回日本バイオセーフティ
学会学術集会（平成 26 年 11 月 2 日、長崎大学医学
部）における集会報告として、CSIRO AAHL の動
物実験施設におけるバイオセーフティについての概

要を簡単に紹介させていただいた。学術集会発表お
よび本ニュースレター寄稿に際して、多大なるご理
解と、ご協力を頂いた CSIRO AAHL の Deborah 
Middleton 博士、John Bingham 博士および Greg 
Smith 博士に深謝する。また CSIRO AAHL 滞在中
に、お世話になった関係者各位に深謝する。CSIRO 
AAHL における研究は、農研機構の長期在外研究
制度を利用して行いました。農研機構および動物衛
生研究所の関係者各位に深謝する。

■セッションⅦ

1）病院検査室でのバイオセーフティ

森永　芳智
長崎大学病院検査部

はじめに
　病院の検査室は、採血に加え、検体を用いた測定
や微生物検査、生理機能検査、病理検査など業務は
広範にわたる（図 1）。検体測定のコアとなる検査
室は、患者由来の検体が集約されるところである。
検査室にとって検体は患者そのものであり、生の検
体を用いて行われる様々な検査は、常に予防を行っ
ているものの、同時に感染暴露の危険性を有してい
る。また、生理機能検査室のように、直接患者と対
面して行う検査の機会も多く、空気感染、接触感染
への配慮も必要な部門である。ここでは、当院の日
常検査を行う中に潜んでいる危険性や、注意してい
る点について、担当部署別に考えていく。

外来採血室
　近年、大きな病院では、外来患者の採血を集約し
て行う施設が多くなってきた。当院では 1 日に 300
～ 450 人程度の外来患者採血を 9 名の態勢で行って
いる。各施設共通に求められているのは迅速性であ
り、当院の場合には、採血を行ったあと 30 分以内
に迅速検査項目の測定を終了し、報告しなくてはな
らない。これは診療報酬の加算を受ける上でクリア
すべき条件であり、採血業務を滞りなく行うことを
求められている。この部門は、特に午前中の時間
帯に集中力を維持し、作業の効率化が必要とされ
る。このような環境では、針刺しあるいは血液暴露
の危険も高まり、いかにこれらの危険性を抑制する
ことができるかは重要な課題である。その一つの手
段として、安全機材を装備した採血器具の導入する
ことが挙げられる。外来採血で使用頻度が高い安全
機材としての翼状針の、国内の安全機材の導入率は
98.7% を超えている 1）。しかしながら、更なる使い
やすさが求められ、使用者が安全機材を作動しやす
いデザインが次世代型採血器具として必要である。

微生物検査室
　様々な感染を疑う検体が集約される微生物検査室
は、検査室感染を起こす可能性が高い部門である。
検査スタッフは手袋やガウン、マスクを装着して、図 1．検査室の業務
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作業にあたる。以前はブルセラ症の危険性が非常に
高いとされていたが 2）、安全キャビネットの検査室
導入が進んだ現代では、ほとんど報告されなくなっ
た。ブルセラ症以外にも伝染性が高い髄膜炎菌など
への暴露にも注意が必要である 2）。輸入真菌症であ
るコクシジオイデスやヒストプラズマは、検査室で
の培養は原則禁止されている真菌で、仮に培養され
た場合は決してシャーレを開封してはならない。こ
のような高病原性の病原体を臨床医が疑う場合に
は、情報を共有することが大切である。検査室は前
もって情報を得ることによって、適切な検体処理が
可能となる。感染の危険を少しでも減らすために必
要なことの一つとして、診療現場と検査室での情報
の連携・共有化は重要である。感染の危険性を伴う
検体でありながら、検査室への情報提供が不十分な
ため潜在的に通常検体と同じように扱われている場
合もある。例えば、結核菌を含む可能性が高い検体
の一般培養検査が必要な場合などは、一言コメント
を伝えることで、暴露リスクを低減できる可能性が
ある。そのためには、検査室を十分に知ってもらう
ことも含め、教育が果たす役割が高い。

血液検査・生化学検査・血清学的検査
　血液検体が集まる検査室では、特に午前中の時間
帯が、検体を測定するスタッフや運搬する院内ス
タッフであわただしくなる。前述の外来迅速加算と
は別に、迅速な結果が必要な集中治療室や血液内科
病棟には優先して報告することも大切である。検体
前処理や解析、処分の一連の作業が感染と隣り合わ
せの業務内容である。少量の検体や、凝固までに時
間がかかる検体の場合には、分注するなど用手法で
適切に検査ができるように準備しなくてはならず、
この作業中に暴露される危険がある。その他、遠心
分離機での前処理の過程で発生するエアロゾルへの
配慮も必要で、特に遠心チューブなどの破損時の危
険性は非常に高い。エアロゾル中に含まれる感染成
分だけではなく、化学療法中の患者検体中の抗がん
剤への暴露の危険性もある。当院では、病棟から迅
速に検体を輸送する手段としてエアシューターとい
う気送システムを利用しているが、中に入れる採血
管は破損がないことが前提である。われわれは、こ
のエアシューターでの血液汚染事例を経験した（図
2）。おそらく、採血管に分注する際に、針刺し予防
として安全機材を利用したのであるが、本来安全機
材用に採血管が対応するようには作成されておら
ず、無理に差し込んだことによる採血管蓋への亀裂
がエアシューター内での血液汚染につながったもの

と推測された。このような事例はフィードバックを
行う必要がある。一定の確率で起こるヒューマンエ
ラーを減少させるには、使いやすい医療機器を開発
し、整備することも重要であると考えられる。

生理機能検査室
　生体機能検査においても、呼吸機能検査における
結核暴露の課題は、常に注意を払う必要がある。ま
た、一日の検査の最後に結核疑い患者の検査を行う
などの工夫を行っている。また MRSA 保菌者の検
査では患者が触れる回路をすべて交換するなど接触
感染予防対策を感染制御センターと協力して行って
いる。接触を介した感染は、超音波機能検査でも同
様であり、特に重症患者で持ち運んで使う機材への
血液・分泌液や耐性菌の付着などの暴露機会が多く、
不特定多数の職員が利用する機材では表示ガイダン
ス付で使用後のアルコールでの清拭を促している。

特殊なニーズへの対応
　診療側からの臨床検査のニーズにどううまく適応
していくかということも重要な課題である。臨床検
査は、多様・複雑化しており、高い専門性が求めら
れる。そのため、休日・夜間の検査業務はクオリ
ティーマネジメントの面からも、必要最低限の項目
で運用している施設が一般的である。しかしながら、
感染症が流行する冬季などは、インフルエンザウイ
ルスや下痢などの微生物検査の需要が小児科などを
中心に高まることも事実である。通常の検査態勢を
確保しがたい夜間や休日に、いつ、だれが、どこで
検体を処理するのかということは、それぞれの施設
で十分に検討しておくべき重要なことである。十分
に配慮されていない検体処理は、周囲を汚染するこ
ととなり非常に危険である。我々の施設では、日勤
帯に限り微生物検査を 365 日態勢で行っており、検
査の質の確保と感染リスク低減を実践している。し

図 2．採血管破損例

‒ 15 ‒

JBSA    Newsletter    Vol.5    No.1 ( No.12 )



かしながら、やむを得ず夜間帯に特殊な検査が必要
な場合には、主治医に安全キャビネットを提供し、
検出キットなどを貸し出すことで対応している。

おわりに
　検査室が担う役割は、安全で確実な検査を提供す
ることである。検査を依頼する側と、実施する側の
お互いの協力があって、より確実な感染予防が実践
できる。近代医療に求められて変わってきた検体数
の増加や迅速化のニーズの裏には、安全保障の面で

の脆弱性が露出する危険性をはらんでいる。検査業
務の安全を確保するためには、日常で使用する器具
を更なる改良する必要がある。また、検査スタッフ
の知識の向上や、安全に対する意識の維持と、医療
スタッフ全員の協力が不可欠である。

参考文献
1）職業感染制御研究会，職業感染防止のための安全対策

製品カタログ集，第 5 版，2012 年
2）Clinical Infect Diseases 2009 49 142-147

■セッションⅦ

2）結核病棟とバイオセーフティ

塚本　美鈴
長崎大学病院感染制御教育センター

はじめに
　結核は感染症法の 2 類感染症に分類され、感染症
法第 12 条より医師は結核と診断した患者があった
場合には直ちに最寄りの保健所に届け出なければな
らない。また同法第 53 条により病院管理者は結核
患者が入院または退院した時は 7 日以内に保健所長
に届出を行う必要がある。伝播経路は空気感染であ
り、患者が咳やくしゃみ、会話をする際に飛散した
飛沫中の水分が蒸発し軽くなり、飛沫核となった
結核菌を肺内に吸入する事により感染が成立する

（図 1）。

結核の疫学
　我が国における 2013 年の人口 10 万対罹患率は
16.1 で、低下傾向ではあるものの、諸先進国と比べ
ると罹患率は 2 〜 5 倍と、まだまだ中蔓延国といえ
る（図 2）1）。特徴のひとつとしては 70 歳以上の高
齢者結核が 60％近くを占めるようになり、超高齢化
社会の到来でその割合は年々増加傾向である（図3）。
一方、外国出生者の新登録結核患者数は 1000 人を
超え、20 歳代では新登録患者の 40％を占める。
　医療従事者における結核罹患率は、我が国におい
ては一般人口より高いことが知られており、特に看
護師、臨床検査技師の罹患率は他職種の同年齢層の
罹患率と比較して高い 2）。

結核の感染対策
　このような状況の中、結核と診断され、排菌があ
る患者については感染症法に基づき、結核病棟に入
院し、加療される。そこでは医療従事者は入院時
より N95 マスクを着用し、診療・看護が行われる。
当然、日常より感染性結核患者の収容区域について
は十分な換気（1 時間に 12 回）や陰圧が保たれて
いるか、スタッフが着用する N95 マスクについて
も定期的なフィットテストを行い呼吸保護が適切に
行われているかなどをモニタリングし、管理しなけ
ればならない。それらが担保されており、感染性の図 1．飛沫感染と飛沫核感染
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結核と診断がついてしまえば対策は空気感染対策を
とればよいため、むしろ安全といえるかもしれない。
一方、1999 年から 2012 年までの結核集団感染発生
の場としては事業所、家族・友人に続き、病院・診
療所・老人保健施設などの医療施設が 21％を占め
ており 3）（図 4）、結核の院内感染防止は多方面から
の方策を取らなければならない。総合的な対策が結
核に対するバイオセーフティといえる。平成 26 年
3 月に厚生労働省インフルエンザ等新興再興感染事
業「結核の革新的な診断・治療および対策の強化に
関する研究」班より結核院内（施設内）感染対策の
手引きが策定された。その中で、結核院内感染対策
の基本的な 5 要素として、①結核菌の除去（早期発
見、一般患者等との分離、化学療法）、②結核菌の
密度の低下（換気、採痰時の注意、紫外線照射、患
者のサージカルマスク着用）、③吸入結核菌量の減
少（職員の N95 マスク着用）、④発病の予防（BCG
接種、潜在性結核感染症治療）、⑤発病の早期発見（定
期受診、有症状時の早期発見）が述べられている 4）。

早期発見
　まずは感染源となる結核患者の診断を早期に行う
ことが院内伝播を予防する第一歩である。2 週間以
上続く咳では積極的に胸部レントゲン写真を撮り、
異常があれば必ず抗酸菌検査を行う。特に、結核の
ハイリスクグループ（表 1）では、咳の他にも痰、
血痰、胸痛、全身倦怠感、発熱などを認めた場合
には結核も念頭に検査を行う 5）。臨床現場では、呼
吸器や感染症診療科においては、結核も鑑別疾患の
一つとして精密検査を行いながらも、諸検査結果か
ら一度結核が否定されてしまうと、その後は鑑別疾
患として結核が浮上しにくくなってしまうことがあ
る。しかしそのような状況でも、患者にリスクファ
クターが存在する限りは、完全に結核を除外せず、
場合によっては繰り返し検査を行う事も必要であ
る。
　その他、結核の早期発見と伝播予防のためには、
咳が激しい外来患者には外科用マスクを着用させ

（そのような症状があれば申し出るよう表示も必

図 2．新登録結核患者数および喀痰塗抹陽性患者数

図 3．近年における新規登録結核患者数と年齢構成の動向

図 4．結核集団発生場所（2003 年〜 2012 年）
（厚生労働省健康局結核感染症課調査より）

表 1．結核のハイリスクグループ

‒ 17 ‒

JBSA    Newsletter    Vol.5    No.1 ( No.12 )



要）、他の待合室に隔離し、他患者との接触をでき
るだけ避けるようにする。救急外来や呼吸器内科外
来などでは陰圧室を設置することがのぞましい。ま
た、優先的診療（トリアージ）を行う体制を整備し
ておくことも重要である。外来で結核が強く疑われ
採痰する場合も陰圧室がない場合は採痰ブースを設
置しておくことが望ましい。

患者発生時の対応
　患者が結核と診断された（または疑われた）場合、
患者を陰圧の空調を備えた個室に隔離し、医師は届
出を行って、治療を開始する。また、塗抹で抗酸菌
陽性であるが、胸部レントゲン上は非結核性抗酸菌
症が疑われる、あるいは肺外結核の診断はついてい
るが、胸部の精査は行っていないなどといった場合
も培養、PCR、胸部 CT 等の検査で肺結核の診断が
除外されるまでは、個室収容が安全である。そのよ
うな個室がない場合も、転院可能な患者は転院まで、
基礎疾患が重篤で転院できない者は転院できるよう
になるまでひとまずは個室へ隔離する。その際、空
調設備が再循環式の場合（病室または特定区域から
の排気の一部を循環させて、吸気の一部に用いる
方式）で HEPA フィルターが備えられていないと
きは、空調を止める必要がある。また、簡易式の
HEPA フィルター内蔵空気清浄器を使用する。こ
のような事態も想定して結核病床のない一般病院で
も 1 ～ 2 室の全排気方式の隔離室を備えていること
が望ましい。空調設備の具体的な内容は［平成 20
年度厚生労働科学研究費補助金（新興再興感染症研
究事業）我が国における一類感染症の患者発生時の
臨床的対応に関する研究、分担研究報告書、結核を
想定した感染症指定医療機関の施設基準に関する研
究平成 21 年 3 月］を参照されたい。空気感染対策
病室の日々の管理・維持として、病室や前室が廊下
に対して陰圧に保たれているか煙管法や差圧計にて
モニタリングしておくことは重要である（図 5）。
　病室に入る前には職員及び面会者は N95 マスク
を着用する（図 6 および図 7）。自分に合ったサイ
ズのマスクを着用し、きちんと着用できているか一
度は確認を行う事が重要である。フィットテストに
は定量的測定と定性的測定とがあり、いずれかの方
法で定期的に行うことが推奨される 6）。
　やむなく病室外で検査等行わなければならない場
合、患者には N95 マスクではなく外科用マスクを
着用してもらう。関係部署には空気感染対策が必要
である旨伝達しておかねばならない。同様に、検査
などの医療関係者が病室に入る場合、空気感染対策

中である事がわかる表示を院内共通の認識事項とし
て周知しておくことも伝播を予防するために重要で
ある。可能な限り他の患者と接しないルートあるい

図 5．空気感染対策病室の日々の管理・維持

図 6．種々の N95 マスク

図 7．フィットテストの様子
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は時間帯を設定しておく。
　患者が使用した食器は通常の洗浄を行い、リネン
類も標準予防策に準じて洗濯を行う。血圧計、聴診
器などは専用にする必要はない。喀痰は専用のごみ
箱を設置し、室内で、ビニール袋などで密閉して感
染性廃棄物として廃棄する。2 類感染症である結核
の治療および検査で使用した後のものは感染性廃棄
物となるが日常生活からでる一般のゴミは通常通り
処理する。
　患者が退室した後は、部屋の扉を閉め、空気中の
飛沫核が除去されるまで空室にする。除去されるま
での時間は 1 時間当たりの換気回数による。通常 1
時間当たり 12 回の換気では、35 分で 99.9％の飛沫
核を除去できる 6）（表 2）。
　結核菌は日光に感受性があるため、外気にさらさ
れた結核菌は数分から数十分で死滅する。しかし、
その殺菌効果は紫外線が照射された部分に限られて
おり、あくまで換気や部屋の陰圧化の補助的手段で
ある。また、目や皮膚に対する健康被害にも留意す
る必要がある。
　その他、部屋の清掃やディスポーザブルではない
医療機器の消毒や滅菌については標準予防策に沿っ
て行う。

患者発生後の対応
1）�接触者健診：医療施設で発生した場合でも、自

施設のみで事後対処せず、保健所長の指導のも
と、協働して行う。その際、濃厚接触者や非濃
厚接触者、非接触者の判断をする。面会の家族
を除く院内の濃厚接触者とは、同室者や主治医、
担当看護師、気管支鏡検査や採痰を担当した医
師、検査技師があげられる。同室者の主治医や

担当看護師、レントゲン技師などは非濃厚接触
者に入るであろう。接触者健診の詳細は［感染
症法に基づく結核の接触者健康診断の手引き改
訂第 5 版］をご参照いただきたい 7）。

2）�結核早期発見のための職員健康管理：前述の結
核院内（施設内）感染対策の手引きでは雇い
入れ時の健康診断に際しては法令に定められ
た検査項目の他、インターフェロンγ遊離試験
（IGRA）の実施を推奨している。特に、結核
病棟などの結核患者と常時接する職場では強く
奨められる。コスト面で難しい面もあるが、も
し IGRA 検査を行わない場合、明らかに結核患
者との接触歴がない者はベースライン陰性とし
て扱う。曝露後本検査で陽性化したものは、感
染した可能性が高いものと判断し、潜在性結核

（LTBI）として治療を行う。その際には、専門
医に相談の上服用を開始するのが望ましい。そ
の他、毎年の健康診断を必ず受診する体制を構
築することが必要である。
　以前は BCG 接種が推奨されていた。しかし
現在は、BCG 接種歴のある成人での BCG の効
果は疑問視されており、就業時の BCG 接種は
減少傾向にある。ただし、BCG 接種歴がなく、
IGRA が陰性である場合、当該医療機関におけ
る結核感染のリスク等を考慮し、適切な感染対
策を行っているにもかかわらずそのリスクが大
きい場合などには BCG 接種を検討する。

その他
1）�細菌検査：痰や培養菌などを取り扱う際は安全

キャビネット内で操作し、できれば検査室は陰
圧の環境とするのがよい。

2）�気管支鏡検査：結核が疑わしいがどうしても喀
痰で診断がつかない場合、やむなく気管支鏡を
施行することもありうる。その際には、当該検
査をできるだけ最後に行う。陰圧の気管支鏡室
が確保できないときには、簡易式の HEPA フィ
ルター内蔵空気清浄器を設置するなどの工夫が
必要である。

参考文献
1）結核予防会結核研究所　疫学情報センター http://

www.jata.or.jp/rit/ekigaku/
2）大森正子，星野斉之，山内祐子，ほか：職場の結核の

疫学動向．結核，82 : 85-93, 2007
3）結核集団感染の件数（平成 15 年～ 24 年）厚生労働省

調 べ http://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/bunya/

表 2．�1 時間当たりの換気回数と空気中の汚染物質
（飛沫核）の除去効率
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kenkou_iryou/kenkou/kekkaku-kansenshou03/dl/
renraku.pdf

4）結核院内（施設内）感染対策の手引き平成 26 年版，
厚生労働省インフルエンザ等新興再興感染症研究事業

「結核の革新的な診断・治療および対策の強化に関する
研究」　研究代表者加藤誠也，平成 26 年 3 月

5）結核診療ガイドライン，日本結核病学会　改訂第 2 版
　南江堂，2012

6）Centers for Disease Control and Prevention: 

Guidelines for preventing the transmission Of 
Mycobacterium tuberculosis in Health-care settings, 
2005. MMWR2005; 54(No.RR-17)

7）感染症法に基づく結核の接触者健康診断の手引き改訂
第 5 版，厚生労働科学研究（新型インフルエンザ等新
興再興感染症研究事業）「地域における効果的な結核対
策の強化に関する研究」　研究代表者 :（公材）結核予
防会結核研究所長　石川信克，研究分担者 : 山形県衛
生研究所長　阿彦忠之

■セッションⅦ

3）感染症病棟と一般病棟におけるバイオセーフティ

古本　朗嗣
長崎大学病院感染症内科（熱研内科）

1．ナイチンゲールの教え
　フローレンス・ナイチンゲール（1820 〜 1910）
はクリミア戦争において看護師として従軍した際、
多数の負傷兵が亡くなっていくのを目のあたりにし
た。彼女は独創的な統計学的手法を用いて病院環境
の改善を図り、負傷兵の死亡率を低下させた。その
後理想的な病院建築について「病院覚え書き」を記
した。その中で「患者に新たな害を与えないこと」
が病院建築のあるべき姿とし、新鮮な空気、日照、
室温を供給する事により病棟内で蔓延していた感染
症の伝播、つまり院内感染を予防する事が重要と主
張し、その後の病院建築や院内感染対策に影響を与
えた。
　病院環境、特に感染症病棟や一般病棟では、感染
症を発症した患者から医療従事者が同じ病原体に曝
露され感染、発症のリスクがあること、医療従事者
が媒介者となり他の患者へ感染を拡げ、周囲を汚染
し病院内に感染拡大を生じるリスクを常に抱えてい
る。また、固形臓器移植、造血幹細胞移植などを受
けた患者、膠原病を始めとした自己免疫疾患で免疫
抑制剤投与中、或いは抗がん剤治療中の患者は易感
染宿主であり、細胞内寄生微生物による感染症発症
のリスクのみならず、院内感染で問題となる耐性菌、
更には病院外の環境由来の病原体（例：アスペルギ
ルス）による感染症を起こすことも言われている。
病院という特殊な環境の中に免疫状態が様々な患者

が居る複雑な状況は、バイオセーフティ上の問題と
も捉えることができる。

2．病室環境におけるバイオセーフティ
　病室環境におけるバイオセーフティを考える上で
患者や、医療従事者、環境の 3 つの要素が挙げられ
る。
○患者が感染症を発症している場合
　それぞれの原因微生物の感染経路の確認を行わ
なければならない。病院内で特に対策を講じる必
要のある感染経路として 1）飛沫感染や、2）空
気感染、3）接触感染、4）血液・体液介しての感
染がある。人の血液・体液は感染性のあるものと
考える標準予防策に加え、上記各経路別の感染対
策を行う。（図 1 および図 2）米国 CDC より各種
微生物への感染対策について「2007 Guideline for 
Isolation Precautions: Preve-nting Transmission of 
Infectious Agents in Healthcare settings」1）として
感染対策、隔離基準などが記載されているガイドラ
インが出版されており、本邦の臨床現場でも利用さ
れている。通常の診察や、看護、気道分泌物の吸引、
嘔吐物・排泄物などの処理は感染経路別に応じて個
人防護具や、サージカルマスク、手袋、ゴーグルな
どを装着して行なわなければならない。　
○患者が免疫障害を生じている場合
　膠原病・自己免疫疾患、或いは固形臓器移植後、
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造血幹細胞移植後などの患者は複数の免疫抑制剤を
使用している。これらの薬剤は細胞性免疫を抑える
ため、細胞内寄生微生物による感染症のリスクが高
くなる。代表的なものとしては、結核菌を始めとし
た抗酸菌、ニューモシスティス、クリプトコッカス、
アスペルギルスなどの真菌、単純ヘルペスウイルス、
サイトメガロウイルスなどのヘルペス属、トキソプ
ラズマなどが挙げられるが、移植後は複数の微生物
に対して患者（レシピエント）や臓器提供者（ドナー）
の移植前の血清抗体の有無を参考に予防投薬が行わ
れることになる。また、造血幹細胞移植時には移植
前に抗がん剤と放射線治療により無顆粒球状態とな
るため無菌室での治療が必要となる。無菌室の設計
については CDC より出版されている「Guidelines 
for Environm- ental Infection Control in Health- 
care facilities」2）の中に換気法、室内気のフローな
どについて基準が記載されている。
○医療従事者について

　医療従事者は、自分自身が感染を受けるリスクが
ある一方、病原体を患者や周囲の環境に拡げる可能
性があることを認識しておかなければならない。
　医療従事者が病原体に対してナイーブな場合、特
に病院内で問題となるものに麻疹、水痘などの空気
感染、風疹、流行性耳下腺炎などの飛沫感染を介し
て生じるウイルス疾患に感染するリスクが出てく
る。これらはワクチン接種で予防できる疾患でもあ
り、医療現場に出る前に血清抗体価を確認し、陰性
の場合はワクチン接種が行われるようになってい
る。また、水痘にナイーブな医療従事者が水痘患者
のケアをした場合は、発症予防のために 72 時間以
内であればワクチン接種を適応とすることが日本環
境感染学会から出ている「医療関係者のためのワク
チンガイドライン」3）でも述べられている。また針
刺し事故などで血液・体液を介して感染する HBV、
HCV、HIV などの曝露のリスクも伴う。
　一方、医療従事者が患者に感染伝播させやすい微
生物は、接触による感染経路を持つものである。例
えば、MRSA などの耐性菌の多くは医療従事者の
手指を通じて、患者に広がっていくことは数多く知
られている。また、患者の周囲も微生物により汚染
されていることが分かっており、例えば尿道カテー
テル周囲はグラム陰性桿菌にて汚染されている。4）

汚染された手指が関連した医療施設関連感染症のア
ウトブレイクも数多く報告もされている。5-8）（図 3）
医療従事者は手指を通して病原体を他の患者に伝播
することを認識しておく必要があり、手指消毒を行
わなければならないタイミングが WHO より提唱さ
れている。9）（図 4）

3．病院環境について
　先述の病室内の患者周囲の微生物の手指による伝
播の他に、医療器具を介してのアウトブレイクの事
例も数多く報告されており、院内感染対策の難しさ
がある。更に、病院外の環境の問題として、工事中
にアスペルギルスが大気中へ飛散する場合があり、
移植施設においては重要な問題となっている。
○感染症病室について
　病原体としての感染力や罹患した場合の重篤性か
ら危険性が極めて高いエボラ出血熱、マールブルグ
病、クリミア・コンゴ出血熱、ラッサ熱、南米出血
熱などのウイルス出血熱（図 5）やペスト、痘瘡が、
感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関す
る法律（以下、感染症法）で一類感染症として定め
られている。
　一類感染症を診療する施設として、特定感染症指

図 1

図 2
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定医療機関（3 施設）、第一種感染症指定医療機関（44
施設）が指定されている。筆者が所属している長崎
大学病院は後者に属し、2 床を有している（図 6）。
　感染症法第 38 条第 2 項に基づく厚生労働大臣の
定める第一種感染症指定医療機関における病室の面

積、構造、空調設備、給水、排水などの基準が定め
られている。（図 7，図 8 および図 9）感染症指定医
療機関の施設基準に関する手引き（平成 16 年 3 月
3 日　健感発第 0303001 号　各都道府県衛生主管部

（局）長宛　厚生労働省健康局結核感染症課長通知）
の中にポイントとして 1）感染経路に応じた感染拡
大防止のための施設計画や、2）人権への配慮（患
者の生活の質の確保）、3）病室単位を原則とした感
染管理区画、4）患者や職員などの行為・行動の基
準の一体化が挙げられている。特にこの手引きの中
で空気感染対策のための病室の陰圧制御について
も記載されている。病室内と前室の間で−2 mmAq

（2 mmH2O=19.6133 Pa）、前室と特定区域外との
間で−2 mmAq 程度の静圧差を設けるとしてい
る。一方、CDC から出されている医療施設におけ
る環境感染管理のための手引きである「Guidelines 
for Environmental Infection Control in Healthcare 
facilities」2）では供給気と排気の陰圧差 2.5 Pa を
維持しつつ、50 ft3/min 以上の排気流量を確保でき
るものとしている。しかし、空気感染対策のための
室間の圧差は上記の圧では不十分とする意見もあ
り、有効な圧差についての検討が必要である。感染
症指定医療機関の施設基準に関する手引きでは病室
の換気について、換気回数を 12 回/時以上という基
準を設けている。病室や前室内での空気再循環を行
う場合、その回数も含める。ただし、最小風量（外
気量）は、2 回/時以上行うものとするとしている。
また、排水設備についての基準では、1）独立した
排水処理設備を持ち、消毒又は滅菌の上放流する。 
2）特定区域から排水処理施設までの、通気管を含
む配管は専用のものとし、特定区域外のものと合流
させない。3）手洗器や便器等に接続された排水管・

図 3

図 4

図 5 図 6
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通気管は、排水の逆流が起こらないように接続位置
に十分に配慮する。

4．個人防護具の装着訓練、感染対策
　西アフリカでのエボラウイルス病のアウトブレイ

クの対応に従事した医療スタッフが罹患する事例も
多く、一般人に比較して医療従事者の死亡率が高い
ことが、WHO のレポートで明らかとなった。2015
年 1 月 21 日時点で流行 3 カ国（リベリア、シエラ
エオネ、ギニア）では 828 名の感染した医療従事者
のうち、499 名が死亡、リベリア、シエラネオネは
医療従事者の罹患は減少傾向にあるものの、ギニア
ではまだ増加傾向と報告されている。10）血液・体液
を介する感染経路の遮断の基本になるのは個人防護
具（personal protective equipment: PPE）である。
医療従事者の感染リスクとして、血液で汚染された
PPE の脱着の問題が注目されている。米国 CDC や
ヨーロッパ CDC より PPE の脱着についてのマニュ
アル 11）（図 10）が利用されている。その着脱の訓練
だけでなく、着脱時に他のスタッフの監視の上、適
切な着脱が行われていることを確認することが重要
である。
　米国エモリー大学病院で西アフリカから帰国し
た 2 名のエボラウイルス病の患者の診療が行われ
た。血液・体液を介した感染対策のため、全身を覆
う PPE を装着した上で、診療が行われたが、診療
担当者を制限し、検査も病室のすぐ近くの安全キャ
ビネット内で行われた。血液検体の遠心分離を避け、
point of care の検査が行われた。12）このエモリー大
学病院の経験は多くの医療者にとって非常に参考に
なる情報を与えてくれた。一方、2009 年にヨーロッ
パ 16 カ国の 48 隔離施設で手指消毒、通常の消毒、
廃棄物処理について適切に行われているか調査が行
われたが、廃棄物処理や清掃員の訓練は十分でない
ことも判明した。13）感染性が高く致死率も高い感染
症の患者を収容する医療施設は、空気感染対策や排
水処理などの設備が注目され易いものの、標準予防

図 9

図 8

図 7

図 10
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策を始めとする感染対策が、日頃から十分に行われ
ていることが、アウトブレイクの時こそ重要となる。

最後に
　交通網の発達により人の往来も激しく多くなった
現在、ますますグローバル化が進んでいる。それに
より感染症も限定された地域で起こっていたもの
が、今まで感染が確認されていない国、地域でも報
告されるようになってきた。エボラウイルスに比較
して、新型インフルエンザはその感染経路の性質上、
多くの地域で感染者が出現することは今までの歴史
が物語っている。我々は、各種病原体について、そ
の感染経路、疫学、臨床像に熟知し、アウトブレイ
クの情報などを収集し、正確な情報をもとに対策を
講じて行く必要がある。
　ナイチンゲールの考えをもとに病院環境、感染対
策が進められ、換気や空調、病室の陰圧制御コント
ロール、排水設備などのハード面は進歩してきた。
しかし、患者の人権を守り、標準予防策を基本に日
常診療での感染経路別の対策を十分に講じ、医療従
事者の安全も担保し、診療を行っていくことが、病
院内におけるバイオセーフティを更に高めるものと
考えられる。
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解説
動物コロナウイルスと豚流行性下痢（PED）

矢原　芳博
日清丸紅飼料株式会社　総合研究所　検査グループ

はじめに
　2013 年 4 月、それまで発生の報告の無かった米
国において、豚流行性下痢（PED）の発生が初め
て報告された。その後、本病は養豚関係者のバイオ
セキュリティの努力をあざ笑うかのように急速に全
米に拡散し、2014 年 11 月の時点で、32 州、8,898
件で発生しており、さらに新規発生農場は増え続け
ている 1）。
　さらにその半年後の 2013 年 10 月には、日本でも
7 年ぶりに沖縄で PED 発生が報告され、同 12 月に、
国内最大の養豚生産地帯である鹿児島、宮崎での発
生を機に感染爆発の様相を呈し、2014 年 8 月末の
時点で、38 道県、817 件、123 万頭以上の豚が発症し、
376,420 頭の死亡が報告されている。2010 年に宮崎
県で発生した口蹄疫でさえ、牛、豚の淘汰頭数合計
は 29 万 7808 頭だったので、今回の PED 流行は畜
産業界において、単独の疾病としては過去に類を見
ない大流行となってしまった 2）。
　著者らは、民間企業の家畜家禽の臨床検査機関と
して、日本全国の養豚場からの検体を検査している。
今回の PED の大流行を、畜産臨床現場からの視点
でまとめる事で、本学会の皆様に対して、異なった
切り口の情報をご提供できれば幸いである。

PED ウイルス（PEDV）の分類と各種動物に
おけるコロナウイルス
　PEDV は、ニドウイルス目コロナウイルス科ア
ルファコロナウイルス属に分類され、約 28,000 塩
基のプラス一本鎖 RNA を持ち、エンベロープを保
有する、直径 95 〜 190 nm の多形性を持つウイル
スで、粒子表面にスパイクと呼ばれる突起が見られ
る。
　表 1 に、代表的なコロナウイルスを列記した。コ
ロナウイルス科は、コロナウイルス亜科とトロウイ
ルス亜科からなり、コロナウイルス亜科はアルファ
コロナウイルス属、ベータコロナウイルス属、ガ

ンマコロナウイルス属およびデルタコロナウイル
ス属の 4 属で構成される。ヒトの重症急性呼吸器
症候群ウイルス（SARSV）、中東呼吸器症候群ウイ
ルス（MERSV）をはじめとして、コロナウイルス
は、様々な動物種に疾病を起こす原因ウイルスとし
て知られている。特に畜産分野では、ウシコロナウ
イルス（BCoV）、ニワトリの伝染性気管支炎ウイ
ルス（IBV）などが産業界に多大な経済的被害をも
たらすウイルスとして知られている。養豚界におい
ても同様で、ブタ伝染性胃腸炎ウイルス（TGEV）、
ブタ流行性下痢ウイルス（PEDV）の 2 つのウイル
スは特に哺乳豚を中心に激烈な水溶性下痢を発症
させ、高い致死率を示すため非常に恐れられてい
る。このため TGE と PED については、家畜伝染
病予防法により届出伝染病に指定され、国内での発
生状況は行政が把握する事になっている。これら
の 2 つのウイルスの他に、ブタ呼吸器コロナウイル
ス（PRCoV）、ブタ赤血球凝集性脳脊髄炎ウイルス

（HEV）の 2 ウイルスがブタに疾病を起こすウイル
スとして知られている。PRCoV は、ブタの呼吸器
で増殖し、呼吸器症状を起こすがその病原性は軽微
であり、通常は症状を表さず不顕性感染に終わる事
が多いと言われている。また TGEV と非常に近縁
で、血清学的に交差するため、中和試験においても
両ウイルスの区別をすることができない。TGE 症
状の見られない養豚場で、TGE 中和抗体を保有す
る豚群が確認されるケースが知られているが、これ
は PRCoV に不顕性感染した豚群であった事が考え
られる。PRCoV に不顕性感染することで、交差免
疫により TGE の発症を免れている可能性もある。
いわば自然界の TGE ワクチンという側面を持って
いる。HEV については、世界的には発生報告はあ
るものの日本での報告はなく、経済的な問題はごく
小さいと考えられる 3）。
　また、今回の PED の世界的な流行に関連して、
新たにブタデルタコロナウイルス（SDCoV）が同
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時に流行している事がわかってきた。SDCoV につ
いては後程詳しく紹介したい。

PEDの歴史と発生状況
　今回の主題である PED については、1970 年代に
欧州を中心に、TGE に非常によく似た症状を示す
が、TGEV の関与が否定される新しい下痢として
報告されたのが始まりと言われている 4）。原因ウイ
ルスである PEDV は、1971 年の英国での初めての
症例報告から 7 年後の 1977 年にベルギーで発見さ
れている（CV777 株）5）。しかし 1980 年代以降、発
生報告の中心はむしろ中国、韓国などのアジアに
移っており、特に 2010 年代に入って、PED の主要
な流行地域は東アジアあるいは東南アジアとなって
いる。
　中国では、1973 年に初発、1984 年に PEDV の
検出が報告されている 6）。また 2010 年以降、新型
の PEDV により大規模な流行が発生し、現在も継
続中であると言われている 7）。その死亡頭数は 100
万頭以上との報告がある。同様の遺伝子タイプの

PEDV は韓国でも流行しており、その他、台湾、
ベトナム、タイ、フィリピンでの流行も確認されて
いる 8）。
　そんな中、これまで PEDV の発症が全く報告さ
れたことのなかった米国において、2013 年 4 月に
オハイオ州の養豚場で PED の発生が初めて確認
された。米国では PED については、法的な報告
義務がなかったため、当初は全米養豚獣医師協会

（AASV）が、発生情報を取りまとめ WEB に公開
していたが、その発生拡大の勢いは想像をはるかに
上回り、2014 年 11 月 2 日現在で、32 州 8,898 件で
発生が確認されている（図 1）1）。死亡頭数について
は、発生開始からの正確な数値は不明であるが、す
でに 700 万頭とも 800 万頭とも言われている。この
死亡頭数は米国で飼養されている豚の頭数の 10％
を超えており、米国国内に止まらず、世界の豚肉価
格にまで大きな影響を及ぼしているとみられてい
る。北米及び南米大陸では、さらに 2014 年 1 月に
はカナダでの発生も報告されており、その後メキシ
コ、ペルー、コロンビア、ドミニカ共和国でも相次

表 1．代表的なコロナウイルス
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いで発生が確認されている。
　ご存知の通り北米は、世界有数の豚肉生産国であ
り、その生産システムは、大規模かつきわめて衛生
的であることが知られている。特に 1990 年代に豚
繁殖・呼吸障害症候群（PRRS）というウイルス疾
病が北米で大きな経済的被害をもたらして以来、バ
イオセキュリティの考え方を産業としてシステマ
ティックに取り入れている。そのような養豚先進国
で今回の PED のような、いわゆる糞口感染を主体
としたウイルス感染症が、短期間で封じこめられる
ことなく全米に短期間に広がってしまったことは、
世界から驚きの目で見られている 2）。

日本でのPED発生状況
　日本国内においては、1982 年に岩手県で初めて
疑い例が発見されてから、散発的に発生が確認され
続けた。もともと知られていた TGE と比較すると
発症時の哺乳豚の死亡頭数は少なく、PED という
病名が一般的に知られるようになるまでは、「死な
ない TGE」と俗称されていたこともあった。しか
し 1996 年には、9 道県 108 農場で約 8 万頭が発症
する大規模な流行があり、死亡頭数は約 4 万頭に及
んだ。この時の流行を機に、本病は家畜伝染病上の
届出伝染病に指定され、生産者の強い要請を受けて、
PED 生ワクチンの急ピッチでの開発、そして農水
省の承認を得て 1996 年のうちに国内発売が開始さ
れ現在に至っている。その後数年間は毎年数例の発
症報告があったものの、2006 年以降の香川県での
報告を最後に、国内での発生報告は見られなくなっ
ていた 9）。

　2000 年代後半以降は日本の養豚業界から PED の
記憶は薄れていたが、2010 年以降、中国や韓国で
新型の PEDV の出現によって大流行が起きている
との情報が流れるようになってきて、日本への感染
拡大が懸念されるようになってきた。さらに追い打
ちをかけるように 2013 年 4 月からの米国での大流
行を目の当たりにして、国内での警戒態勢を強める
ように呼び掛けがなされるようになってきた。その
努力もむなしく、2013 年 10 月に沖縄で国内初めて
の PED 発生を許してしまった。その後 11 月に茨
城県で 2 例の発生が見られたがいずれも散発であっ
た。さらに 12 月には、国内最大の養豚生産地であ
る鹿児島県で発生が始まり、2014 年 2 月に入って
一旦落ち着きかけたかに見えたが、3 月以降関東、
東海、東北、北海道と感染は急速に日本全体に拡
散してパンデミックの状況を呈するようになった。
2014 年 8 月末の時点で、38 道県、817 農場で発症
が確認され、約 1,233 千頭以上が発症し、累計死亡
頭数は 376 千頭以上に達してしまった（図 2）。そ
の後 2014 年 4 月をピークに徐々に初発農場は減少
し続け、同年 9 月頃には、週に 1 ～ 2 農場程度の発
症に落ち着きつつあったが、11 月以降、冬場に入り、
再び発生農場数が増加しており、予断を許さない状
況が継続している 2）。

PEDVはどこからどのように広がったのか
　北米での PED 流行が始まって間もなく北米流行
株が分離され、過去の流行株との遺伝子比較解析が
行われた。PEDV には 7 つの ORF があり、そのう
ち 4 つが構造蛋白をコードしている。4 つの構造蛋

図 1．米国における豚流行性下痢（PED）の発生状況
（農水省ホームページより）
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白はそれぞれスパイク蛋白（S）、エンベロープ蛋白
（E）、膜蛋白（M）およびヌクレオカプシド蛋白（N）
であるが、このうち宿主細胞への感染に重要な役割
を果たし中和抗体の産生を誘導する S 蛋白をコー
ドする S 蛋白遺伝子が各地域での分離ウイルス株
の比較検討に最も頻繁に利用されている。北米流行
株の S 蛋白遺伝子の系統樹解析の結果、今回の分
離株と最も近縁であったのは 2010 年頃から中国で
流行している株であり、北米での流行は、中国ある
いは近隣のアジア諸国の PEDV が何らかの媒体に

乗って北米に運ばれたものと考えられている。
　さらに今回の日本での流行株についても同様に遺
伝子解析を実施したところ、やはり 2010 年以降の
中国、北米、韓国、での分離株とほぼ同様のタイプ
であることから、今回の日本での流行も、北米、中
国、あるいは近隣のアジア諸国から新たに侵入した
ものと考えられている（図 3）2）。
　また、北米では流行開始当初から検出されている
いわゆる北米型の他に、さらにそこから S 蛋白遺
伝子の一部に 2 カ所の欠損と 1 カ所の挿入が見られ

図 2．日本における PED 発生状況（2014 年 9 月末現在）
（農水省ホームページより）

図 3．日本国内外流行 PEDV の S 遺伝子配列に基づく分子系統樹
（農水省　豚流行性下痢（PED）の疫学調査に係る中間取りまとめ　より）
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るいわゆる INDELs 型も見つかっているが、この
INDELs 型もまた中国、日本でも検出されている事
が明らかになっている。北米、あるいは日本におい
て、今回の大流行が始まってから、ごく短い時間の
中で、ある程度変異幅の大きい 2 種類の株が検出さ
れたことは、北米にも、日本にも、海外からのウイ
ルスの侵入は複数回起きているのではないだろう
か。
　さらに北米では、PED と非常に類似した症状
を呈した養豚場から、豚デルタコロナウイルス

（SDCoV）が分離されている。SDCoV の発生は、
その後北米でも複数報告されている。同様に日本で
も SDCoV が分離されたという情報も得ており、こ
れらの情報から、中国あるいは近隣のアジア諸国、
北米、日本の間でこれらのウイルスが地球半球規模
での移動を繰り返している可能性が考えられる。こ
のような越境性感染症に対しては、PED だけでな
く、口蹄疫（FMD）や高病原性鳥インフルエンザ

（HPAI）といった、さらに経済的被害の甚大な重
要疾病のリスク軽減のためにも、感染経路の特定と
遮断のための努力が必須である。

PED感染拡大の要因とは
　かつては「死なない TGE」と言われていた PED
が、ここまで大規模な感染爆発を起こしたのはなぜ
だろうか。今回の日本国内の感染拡大を見ると、直
前の流行地域から遠く離れた、一見疫学的に何の関
連性もないと思われる別の地域に飛び火する現象が
たびたび見られている。たとえば 1 例目の沖縄県の
次に報告された茨城県の例、関東、東海での流行が
極期を迎えた頃に、遠く離れた青森県での第 1 例目
が発症するなど、すでに感染している農場から排出
されたウイルスから直接感染を受けたとは考えにく
い事例などが挙げられる。このような事例におい
て、当初は食品残渣を飼料として用いていた農場が
多かったことから、何らかのルートで食品残渣が汚
染され、遠くの農場に運ばれて、かつその農場で十
分な加熱工程なしで豚に給与されたことが原因とも
考えられた。しかし、その後の事例では配合飼料の
み給与された農場でも同様に発生しているため、こ
の仮説を支持する根拠は薄くなりつつある。また豚
の飼料中に配合される豚由来の原料についても感染
源としての可能性を疑う声もあった。しかし日本の
場合、特に豚血漿たん白（豚の血漿をスプレードラ
イして乾燥粉末にした飼料原料）については、当時
日本で使用が認められていた血漿タンパクは北米の
1 社の製品のみであり、このメーカーの製品につい

ては、製造工程で、ウイルスが失活する加熱処理が
行われており、かつ米国で生産されてから日本の飼
料工場で配合されるまでに少なくとも 1 か月半から
2 か月以上の時間（PEDV が不活化するのに充分な
時間）がかかっていること、子豚を用いた感染実験
を日本国内でも実施して、血漿たん白製剤の PED
感染性が否定されている事などから、農水省が実施
した PED 疫学調査中間とりまとめの中でも感染源
としての可能性は否定されている 2）。現時点におい
ても、疫学的関連の薄い農場間での感染経路につい
ては謎が多く、今後より詳細な疫学調査が進展する
事が望まれる。
　一方、ある地域内で PED が発症した時に、その
周囲の農場への感染拡大のスピードはきわめて速
く、その傾向は特に養豚場密集地域では顕著であっ
た。こういった地域内での感染拡大において、感染
経路としてもっとも疑われているのは肉豚出荷を介
しての感染拡大である。PEDV は感染直後から糞
便等に極めて多量のウイルスを排出する事が知られ
ており、PED の日本国内での流行が始まった当初
から、発生地域のと畜場においては、陰性農場のと
畜と陽性農場のと畜を時間や日を区別して、陽性農
場のと畜後に徹底消毒を行い、ある程度の緩衝時間
を設けることでと畜場内での感染拡大を防ぐ対策を
実施してきた。しかし、米国で行われた実験では、
と畜場に豚を出荷するトラックの荷台を、と畜場
搬入時と搬入後に PCR で検査したところ、搬入後
の方がトラックへのウイルスの付着率が高まった、
というデータがある 10）。一般に米国でも日本でも、
これまでの衛生感覚での出荷トラックの洗浄消毒で
は、PED 発生地域でのと畜場からのウイルス感染
を防御するのは難しいということがわかってから
は、より強力な消毒のプロトコールを組みなおす農
場も増えつつある。

ワクチンの効果について
　最初にも述べたが、日本では PED に関しては、
1996 年の大流行時に生ワクチンが承認を受け、現
在も市販されている。現在では 2 社から、PED 単
味ワクチンと TGE との混合ワクチンが発売されて
おり、いずれも生ワクチンである。通常 PED の被
害は生後間もない哺乳豚で激しいため、この PED
生ワクチンを分娩前の母豚に筋肉内接種し、産生さ
れた IgG 抗体を母乳を介して哺乳豚に賦与するタ
イプのワクチンである。このワクチンを用いて野外
の PEDV 株の防御試験を実施すれば、有意な死亡
率、あるいは症状の軽減効果が得られる。このワク
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チンは 1990 年代に分離された国内分離株を元株と
して製造されているが、今回の流行で分離されてい
る若干変異した野外株に対しても、充分な効果があ
ることも、その後の試験で確かめられている。しか
し、このワクチンの筋肉内接種のルートでは、本来
腸管感染症で最も重要な粘膜局所で効果を発揮する
IgA 抗体はほとんど誘導されないため、子豚にある
程度の抗病性ができるまで、継続的に母乳中の IgG
抗体を哺乳豚の腸管内に流す必要がある。加えてワ
クチンの効果は、完全な感染防御、発症防御までは
期待できず、症状軽減効果を期待して使用すべきワ
クチンである。日本での流行がパンデミック状態に
なり始めた 2014 年 2 月以降、急激に増え始めた需
要に追い付かず、一時的なワクチン不足の状況が続
いてしまったが、同年 5 月からは潤沢に供給される
ようになり、日本国内でのワクチン接種率は非常に
高率な状況になった。しかし、ワクチン接種が全母
豚に行き渡り、充分な免疫が獲得できたと思われた
農場でも、感染を許す農場が数多くみられた。本ワ
クチンが症状軽減効果を期待すべきワクチンである
ことを考えればやむを得ない事だと思われるが、そ
れだけではなく農場単位で見た場合、ワクチン接種
していない農場と変わらない規模の死亡頭数に達す
る例も数多く確認されたため、生産現場ではワクチ
ンの効果に疑問を持つ声も挙がっている。しかし反
面、最初の PED 発生直後から大量のワクチンを確
保して県内の農場で一斉に接種し始めた茨城県で
は、その後の感染拡大が非常に少なく。地域単位で
の一斉接種による集団免疫賦与効果は得られている
という見方もあり、ワクチン接種は今後も継続して
いくべきであると考えている。また同時に、より効
果の高い新しいワクチンの開発も待たれるところで
ある。

計画的人工感染という対策について
　上記のように、ワクチン接種をしていても重篤な
被害を受ける可能性がある現状において、養豚生産
現場においての苦渋の選択として、農場で発症して
いる野外 PEDV を母豚に積極的に感染させる、計
画的人工感染という手法が用いられている。母豚群
に一斉に大量のウイルスを感染させることで、短期
間で斉一かつ強力な免疫を与える事で、終息までの
時間を短縮し、感染後の累積被害を軽減するのが目
的である。この方法は、豚病学の成書で最も権威の
ある「Disease of Swine」にも記載されており、米
国では、全米養豚協会（NPB）が全米養豚獣医師
会（AASV）等の関連団体と作成している PED 対

策マニュアル「PEDV RESOURCES」にも、感染
を許した繁殖農場でとるべき対策として明記されて
いる 11）。日本の養豚生産現場でも「馴致」と呼ばれ、
多くの農場で実践されている。しかし養豚密集地域
においては、人工感染実施によって農場から排出さ
れたウイルスが他の農場の感染源になる可能性も指
摘されており、実施においては、経験を持つ養豚管
理獣医師の関与の元、充分なウイルス拡散防止対策
を施しながら取り組む必要がある。また 2014 年 10
月に農水省より発表された「豚流行性下痢（PED）
防疫マニュアル」にも、「馴致」についての注意点
が記載されており、所轄の家畜保健衛生所と充分な
コミュニケーションを取ったうえで実施する事が求
められている 12）。

今後の課題
　PED は、2015 年 3 月時点でも、日本をはじめ、
中国あるいは北米でも新たな感染が継続的に報告さ
れており、エピデミックフェーズからエンデミック
フェーズに移行しつつあるという見方も出てきた。
本病については、地球規模で拡大した感染源の特定
もされていない。加えて今回の大流行以前に共通認
識であった、PEDV はウイルス血症や持続感染を
起こさない、という基本認識を覆す知見が次々と報
告されつつある。これらの新しい知見は、これまで
考えられてきた PED 対策の根拠が覆されつつある
という事であり、実際に PED 発生農場では、前述
のワクチン接種や人工感染による対策後も、症状が
終息せずに長引いてしまっている農場も少なくな
い。今後これらの新しい科学的知見を整理統合し
て、PED に対する、より効果的な予防、治療ある
いは被害軽減対策を創出する必要がある 13）。この
ためには産官学の相互協力が不可欠であると考えら
れる。
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PEDreprt2014.12.25.pdf）

‒ 31 ‒

JBSA    Newsletter    Vol.5    No.1 ( No.12 )



レポート
動物実験に関するバイオセーフティ講習について

山田　靖子
国立感染症研究所 動物管理室

　国立感染症研究所（以下、感染研）では、病原体
を取り扱う研究や業務を行っている。新規に感染研
に入所した者は病原体を取り扱う前に、職員はもと
より、外部機関に所属する協力研究者、研究生、実
習生、留学生を含めて、バイオリスク管理講習会を
受講しなければならない。感染研で動物実験を行う
場合は、バイオリスク管理講習会とは別に、動物実
験に関わる講習会を受講しなければならない。動物
実験に関わる講習会は二つの階層に分かれている。
感染研には 3 つの庁舎があり、感染研の全庁舎に所
属する動物実験を実施する者及び各部門の責任者
は、動物実験委員会が主催する「動物実験講習会」
を受講する義務がある。もう一つの講習はそれぞれ
の動物実験区域で実際の利用方法を説明する講習会
であり、その施設を利用する者はそれぞれの区域の
利用方法について講習会を受講する必要がある。病
原体を扱う動物実験に関するバイオセーフティに関
して、動物実験講習会で基本的な事項を、施設利用
方法の講習会でそれぞれの区域での具体的な作業に
ついて、講習を行っている。

　動物実験講習会ではまず動物実験におけるバイオ
セーフティの基本的な知識として、病原体を保有
する動物から従事者への暴露、あるいは施設外へ
の漏洩が起こる可能性のある経路を説明している

（図 1）。「感染症の予防及び感染症の患者に対する
医療に関する法律（感染症法）」では病原体による
汚染は「事故」ではなく、「暴露」という文言を使
用している。動物実験におけるバイオセーフティの
実践は暴露の可能性を遮断すればよいので、その後
の理解がしやすくなる、という目論見である。
　次に、動物実験におけるバイオセーフティレベル

（Animal Biofafety Level: ABSL）の考え方を説明す
る。バイオセーフティのガイドラインとして、CDC
の Biosafety in Microbiological and Biomedical  
Laboratories 及び WHO の Laboratory Biosafety 
Manual が参考となる。どちらのガイドラインも
ABSL は通常のバイオセーフティレベル（Biosafety 
Level: BSL）とは別立てで述べられている。BSL
分類はリスク評価項目を評価して決められるが、
ABSL 分類では BSL 分類の評価項目に動物実験特

図 1．動物実験に係わる暴露経路
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有のリスク評価項目を追加して評価を行う。感染研
のバイオセーフティに関する機関内規程として、病
原体等安全管理規程を策定しているが、その中で
ABSL 分類において追加するリスク評価項目を表 1
のように挙げている。動物実験におけるリスク評価
項目の追加により、BSL 分類と ABSL 分類が異な
る病原体が存在する。感染研病原体等安全管理規程
では病原体の BSL 分類を別冊として定めているが、
この中で BSL 分類と ABSL 分類が異なる病原体を
挙げている。講習会では BSL 分類と ABSL 分類が
異なる病原体と、分類が異なる理由について説明し
ている。
　次に、動物実験に特徴的な暴露事故の防止につい
て、講習している。まず、実験動物に由来する人獣
共通感染症についての知識を習得させる。環境省が
策定した「実験動物の飼養及び保管並びに苦痛の軽
減に関する基準」には、人獣共通感染症に関する条
文がある（表 2）。講習会において、人獣共通感染
症の知識を習得してもらうことは、この条文の実践
のためである。実験動物が保有している可能性のあ
る人獣共通感染症について、主な動物種と病原体

（表 3）を具体的に説明する。このうち、細菌性赤
痢と結核の感染を霊長類で診断した獣医師は、感染
症法に基づき地方自治体に届け出る義務がある。
　動物実験に特徴的な暴露事故の防止に関する講習
の二つ目は、動物実験特有の暴露事故の説明とその
対策である。動物実験に由来する暴露の項目として、
針刺し事故、咬傷、粉じんが挙げられる。針刺し事
故は動物実験で最も事例の多い暴露事故の一つであ
る。その対策として、使用済みの注射針にリキャッ
プせず、そのまま針捨て専用のコンテナーに入れる
ことを推奨している。咬傷対策は、動物の扱いの習
熟が基本である。保定が難しい動物は麻酔を施して
扱う。
　動物感染実験において、従事者が病原体に暴露さ
れないための設備（一次バリアー）は作業用の安全
キャビネットと陰圧飼育装置である。感染実験を行
う動物施設では、ABSL の分類に応じた陰圧飼育装
置を設置する必要がある。粉じん対策として、エア
ロゾルを発生する作業は安全キャビネット内で行う
こと（ABSL3 ではすべての作業が対象）、動物の飼
育を陰圧飼育装置で行うこと、個人防御衣を着用す

表 3．主な人獣共通感染症

表 2．実験動物の飼養及び保管並びに苦痛の軽減に関する基準

表 1．国立感染症研究所病原体等安全管理規程
付表 1-3．動物実験におけるリスク評価項目
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ること、を対策として説明している。
　講習の最後に、感染した動物に使用した器材、汚
物、死体の処理について説明する。基本的に、使用
したすべてのものを滅菌処理する。滅菌処理の手順
は感染研のそれぞれの区域で定められているので、
施設の利用方法の講習会で具体的な手順を説明す
る。
　以上のように、感染研では、動物実験におけるバ
イオセーフティの基本的な事項を動物実験講習会で
講習し、より具体的な作業手順を施設利用方法の講
習会で習得する、という階層を設けて、講習を実施
している。

参考文献
Biosafety in microbiological and biomedical laboratories, 

5th edt. (2009)
http://www.cdc.gov/biosafety/publications/bmbl5/
BMBL.pdf

Laboratory biosafety manual, 3rd edt. (2004)
http://www.who.int/csr/resources/publications/
biosafety/Biosafety7.pdf

国立感染症研究所病原体等安全管理規程（改訂第 3 版）
http://www0.nih.go.jp/niid/Biosafety/kanrikitei3/
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レポート
規制対象病原体等のWEBデータベースの構築

田中　俊憲、安部　敏志、森山　文基
沖縄科学技術大学院大学

概要
　研究に用いる病原体等が法令による規制対象であ
るか、また、どのような法令によってどのような規
制を受けているのか、日本語及び英語で簡易に検索
できる WEB データベースを構築した。また、病原
体等を含む生物に加えて、化学物質についても同様
にデータベースを構築し、生物及び化学物質両方が
検索できるデータベースシステムとした。

目的と背景
　各種の病原体等や生物の中には、法令により輸出
入や所持、運搬、施設基準等の規制が行われている
ものが多数ある。また、近年、研究が学際的及び国
際的に行われており、生物に関するバックグランド
を持たない研究者や日本の法令に関する知識を持た
ない留学生・外国人研究者が日本国内で病原体等を

取り扱う機会が増えている。しかし、日本の法令は
複雑かつ多岐にわたり、また、病原体等名の記載様
式も異なっており、研究者が取り扱う病原体等がど
のような規制の対象となっているのか迅速に把握す
ることは容易ではない。特に外国人研究者にとって
は、英訳が未整備である法令が多くあることから、
規制内容を調査する手段も限られている（図 1）。
　法令による規制は、事務的な手続きの問題だけで
なく安全対策にも関連しており、どのような生物が
どのような規制を受けているのかを把握すること
は、適切な、かつ安全な研究を行う上で重要であ
る。そこで、研究者の利便性及び安全衛生対策の向
上に資するため、法令による規制を簡易に確認でき
る WEB ベースの規制対象病原体等のデータベース

（以下、DD という。）を日英両言語で構築した。

図 1．規制対象病原体等のデータベース構築の背景
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DD構築にあたって調査した法令等
　本 DD が収録した病原体等の生物は、法律及び国
立研究所内規からリストアップした（表 1）。調査
対象は、ヒト、動物及び植物に対する病原性がある
もの、生態系への影響があるもの、安全保障上の懸
念があるものなど多岐にわたる。
また、法律本体に生物名等の詳細な情報がない場合
は、関連する省令を追跡調査し、省令からリストアッ
プした。

DDの構築
　DD の構築は以下の手順で行った。
1．�各法令から規制対象となる生物名を抽出し、ス

プレッド形式（エクセルファイル）に整理
2．�1 と同様に、法令等の名称及び規制・分類の概

要をスプレッド形式に整理
3．英語訳を付与
4．MySQL によるデータベース化
 　➢　�基本構成：法令等名、規制・分類概要＞投

稿テーブル、生物名及び関連疾病＞カテゴ
リーテーブル

5．WordPress による検索及び表示機能の実装
　構築された DD は WEB ベースとなっており、特
別なソフトやアプリをインストールする必要なく、
Web ブラウザで利用することができる。

検索
法令名による検索
　「規制法令の選択」において法令等を選択するこ
とにより、当該法令等で規制されている生物の一
覧を参照することができる。例えば、“カルタヘナ
法”で検索すると、研究開発第二種省令に明記さ
れている原核生物、真菌、原虫、寄生虫、ウイル
ス及びウイロイドの一覧を見ることができる（図

2）。表示された一覧の中から、検索された生物名を
クリックすると当該生物に関する追加情報が得ら
れる。“Escherichia coli”をクリックした場合、国
立感染症研究所病原体等安全管理規程の BSL 分類
に Escherichia coli が明記されていることが分かる。
また、腸管、尿路等における病原性、菌株等の補足
情報も得ることができる（図 3）。

生物名による検索
　「生物名の選択」においてキーワードを入力する
ことにより、収録されている生物情報から検索を行
うことができる。その際、完全な生物名を入れる必
要はない。例えば、“エボ”と入力すると、オート
コンプリート機能により、エボラウイルス属のアイ
ボリーコーストエボラウイルスやザイールウイル
ス、スーダンエボラウイルス、レストンエボラウイ
ルス、ブンディブギョエボラウイルスのリストが自
動的に表示され、選択可能となる（図 4）。表示され
たリストから一つ（アイボリーコーストエボラウイ
ルス）を選択すると、その詳細が表示される（図 5）。

化学物質の検索
　本 DD では、病原体等の生物だけでなく化学物質
に関する規制情報も検索することができる。規制対
象化学物質は、表 2 の法律一覧からリストアップし
た。
　「化学物質名の選択」においてキーワードを入力
することにより、収録されている化学物質情報から
検索することができる。化学物質の検索においても、
生物名による検索と同様、オートコンプリート機能
を利用することができる。“水酸化ナトリウム”で
検索した（図 6）後、検索結果にある「毒物及び劇
物取締法」（2 か所）をクリックすると、毒物及び
劇物のリストが異なった形式で表示される（図 7）。

表 1．DD が網羅している法律一覧（生物）
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図 2．法令名（カルタヘナ法）による検索画面

図 3．検索結果を経由した詳細情報（大腸菌）

図 4．オートコンプリート機能による検索

図 5．検索結果
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表 2．DD が網羅している法律一覧（化学物質）

図 6．化学物質の検索

図 7．化学物質のリスト表示
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生物及び化学物質の一斉検索
　データベースの選択を “ 全て ” に設定し、「キー
ワード検索」を行うことで、生物及び化学物質をま
とめて一斉に検索することができる（図 8）。

英語
　本 DD は日本語だけでなく英語でも利用すること
ができるので、留学生や外国人研究者も規制情報を
容易に調べることができる。スタート画面の右上に
ある言語選択ボタン「日本語／ English」で利用す
る言語を切り替えることができる。
　言語の切り替えは、検索途中においてもその都度
可能である。生物や化学物質の英語表記を知りたい
場合、日本語名で検索した後に、切り替えボタンを
押すことで英語表記を見ることができる（図 9）。

DDの一般公開について
　DD は、インターネットを利用して広く一般に公
開する予定である。公開日は未確定だが、沖縄科学
技術大学院大学のホームページで通知する予定なの
で、興味のある方は、折に触れて当大学のホームペー
ジをご覧いただきたい。
　http://www.oist.jp/ja

おわりに
　DD は、研究者や研究支援者等の利便性向上のた
めに提供するものである。データの正確性を確保す
るため細心の注意を払っている。しかし、データ及
び検索結果はあくまで参考情報とし、各利用者で再
度法令等の原典を確認していただきたい。DD の検
索結果に基づいた措置によって不適切な事案が発生

したとしても沖縄科学技術大学院大学は責任を負わ
ないことに留意していただきたい。
　DD が、研究者や研究支援者の法令遵守や安全対
策の向上に役立てば幸いである。

図 8．一斉検索

図 9．検索結果の日本語画面と英語画面
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会議参加報告
Asia-Pacific Biosafety Association 9th Annual Biological 

Safety Conference　参加報告

伊木　繁雄
国立感染症研究所バイオセーフティ管理室

場 所：PULLMAN BANGKOK KING POWER, 
Bangkok

はじめに
　2014 年 11 月 3 日（月）～ 11 月 6 日（木）の 4 日間、
タイのバンコクにおいて、アジア - パシフィックバ
イオセーフティ学会（A-PBA）の第 9 回定例集会
が開催された。本来 6 月に行われる予定であった本
集会は、先のクーデターにより延期され、11 月の
開催となった。A-PBA は、アジア地域を中心にオ
セアニアや米国などからの参加者も含めたアジア太
平洋地域の国際学会として毎年開催されている。現
在アジア・パシフィック地域で自国内にバイオセー
フティ学会を有する国は限られており、未だ設立に
至っていない国も多いことから、本学会はこれらの
国々のバイオセーフティ関係者にとって情報収集や
互いの関係強化の貴重な場となっている。
　プログラムは前半の Conference と後半のバイ
オセーフティ関係者を対象とした研修会である
Workshop から構成されており、内容的にもシステ
ム的にも、昨年及び一昨年の本ニュースレターにて
参加報告した米国バイオセーフティ学会（ABSA）
の定例集会 1, 2）と非常によく似ている。実際に
ABSA のスタッフも参加していることからも、
ABSA が少なからず関与しているのではないかと
推測されるが、日程は ABSA 定例集会よりも短く、
規模も小さめであった。
　今回は学術集会とワークショップの両方に参加し
たので、ABSA 定例集会との比較を交えながら報
告する。

1．Conference
　Conference には東南アジア、東アジア及び南ア
ジアを中心に多くのアジア地域や太平洋地域から
の参加があった。日程は ABSA 定例集会における

Conference よりも一日短い 2 日間で、参加人数も
会場の規模も ABSA の半分程度という印象であっ
た。プログラムを表 1 に示すが、全体的な内容はマ
ネジメントが中心で、研究発表よりも各国におけ
るバイオリスク管理への取り組みの紹介といった
ものが多いと感じた。その一方で、ところどころ
に ABSA をはじめ国際バイオセーフティ学会連盟

（IFBA）や WHO、国際刑事警察機構（INTERPOL）
など様々な機関の関係者による講演のほか、エボラ
出血熱等旬のトピックスも盛り込まれており、世界
や欧米諸国の最新情報が得られるよう組まれてい
た。
　ただ、プログラム内容をご覧頂けばわかるとおり、
ポスターセッションのディスカッションタイムがど
こにも設けられていない。実際、ポスターによる発
表は私の演題 3）※ 2 を含め 3 演題しかなく、会場の
後ろに貼られたポスターを休憩時間などに何人かが
眺めていく程度のものであった。どうやら A-PBA
では ABSA と異なり、あまりポスター発表を重視
していないようである。ABSA 定例集会の方は「ま
たポスター発表したい」と思えるシステムであった
ことは一昨年の参加報告 1）に記載したとおりであ
るが、これに対し A-PBA のシステムでは、ディス
カッションを通じ各分野の専門家と意見交換を行う
ことや、発表を機に新たなつながりを持つといった
チャンスが少ないと考えられた。発表者にとっての
メリットが少ないことからモチベーションも上がら
ず、演題も集まりにくくなるので、ポスター発表を
学会参加の口実に利用するには最適であるものの、
学術的な意味合いの乏しいものとなってしまうであ
ろうと思われた。当然のことながら、本報告でこの
ような感想を書いているということは、A-PBA に
提出したアンケートにもしっかりと同様のコメント

（もっときつい言い回しだったかも知れないが、な
にぶんこちらは英語力に乏しいもので）を書かせて
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頂いた。純粋な意見として良心的に解釈してくれて
いることと、今後の発展に繋がることを期待したい。
　一方、まだ 9 回目にして、しかも決して安い参加
費ではないにもかかわらず、多くのアジア諸国から
の参加や発表があることには大変感慨深いものが
あった。欧米や国際機関などのバックアップが少な

からず存在する（かも知れない）にせよ、経済的に
見てもとても豊かとはいえないアジア諸国がこのよ
うな組織を運営し、集会を継続するには、関係者の
多大な労力に加え各国のバイオセーフティに対する
真剣な取り組みがあるものと思われた。この点は大
いに評価すべきところである。

表 1．Conference の内容
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2．Workshop
　Conference 終了後に行われた Workshop にも、
各国から多くの参加があった。これは、ABSA 定
例集会でいうところのPreconference Course（以下、
PC）に相当する。日程は 2 日間と PC より 1 ～ 2
日ほど短く、またコースも全部で 8 つであり、約
30 コースもある PC に比べれば小ぢんまりとして
見える。ただ内容は、表 2 と昨年及び一昨年の報告 1, 

2）を比較頂ければわかるように、PC でも実施され
ている内容が多く、また講師の半数以上は米国に関
係している。PC の講師も含まれており、またコー
ス自体も対話を重視しディスカッション形式で進め
られたことから、Workshop は PC を参考に構成さ
れているものと推測された。
　昨年の報告で、PC のすべてのコースに参加する
には最短でも約 10 年かかり、また内容もリニュー
アルされていることから、恐らく何度参加しても何
らかの新たな情報が得られるのではないかと紹介し
た 2）。Workshop がこの流れを汲んでいるとすれば、
参加者は米国まで行かずとも毎年こちらに参加して

いれば常に最先端の様々な情報を得ることができる
ことから、大きなメリットである。ただ PC とは異
なりすべてのセッションが半日コースなので、同様
のプログラムであれば PC の内容の一部が省略され
ている場合や、広く浅くあっさりと進められる場合
があった。しかしこれはこれでよいのではないかと
思われた。つまり、前年度及びその前の年度 PC に
参加した時は参加者のレベルの高さや米国における
層の厚さを痛感し、また語学力の問題もあってつい
て行くのも大変なほどであったが、今回は、自分の
語学力には大した進歩がないものの、たとえばある
Workshop のグループディスカッションでは PC の
時に比べ参加者の積極的な発言が少なく、また「あ
れ？」と思う意見もあったりしたので、ちょっとだ
け発言したつもりが、いつの間にかディスカッショ
ンの中心人物にされてしまうなど、逆に戸惑う場面
もあった。このように、米国とアジア地域とではい
ろいろな面で状況がかなり異なっており、米国と同
レベルのものを現段階でアジアに求めても実現困難
な国が多いと思われることから、まずは考え方や手

表 2．Workshop の内容
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法などの紹介から入ってバイオセーフティ技術につ
いて広く認識してもらい、その浸透具合に応じて
徐々に深く掘り下げていくのが適当であろうと思わ
れた。

3．まとめ
　このように紐解いていくと、A-PBA の定例集
会の開催には ABSA 等の協力が不可欠と考えられ
るが、だからといって A-PBA もただ単に先進技
術を取り入れそれに頼りきりというのではなく、
Conference にも Workshop にもアジア地域の事情
に即した様々なセッションを設け、可能な限り自
分たちの力で動かしていこうとする前向きな姿勢
が、事務局側からも多くの参加者からも感じ取られ
た。これはもちろん、集会を開催しこれに参加する
ことのメリットを感じているためであると思われ
る。Conference と Workshop の両方に参加すれば、
最新情報や先進的なバイオセーフティ技術はもちろ
ん、コミュニケーション能力も養える（と思われる）
ディスカッション形式のトレーニング方法なども享
受することができる。一方協力する側にとっても、
A-PBA は自分たちと異なる事情を抱えた国々の状
況を知るための情報源であり、また様々なケースに
見合ったトレーニング技術の開発にもつながる。さ
らに、うまくいけば優秀な人材の発掘や育成も可能
となり、アジア地域におけるバイオセーフティ専門
家として、あるいは欧米諸国における研修会等の講
師としての活躍も期待できることから、メリットは
多いにあると考えられる。現に Workshop 7 のシン
ガポールのプレゼンターは（発掘されたかどうかは
定かではないが）PC のプレゼンターでもあった。
　こう考えると、アジア諸国におけるバイオセーフ
ティへの関心と、それを支える欧米諸国や国際機関
との繋がりは今後益々強まっていくのではないかと
推測される。対するわが国はといえば、先進国であ
るがゆえにむしろ逆に援助すべき立場なのである
が、残念ながら今のところ日本人が Workshop の
プレゼンターには起用されていない。これは、言葉
の問題も多少はあると思うが、それよりもソフト面
における日本のレベルがまだ欧米諸国に遠く及んで

いないことの表れではないかと思うのである。わが
国もアジア唯一の主要先進国であるというおごりの
上にあぐらをかいていては、いずれ欧米の最新技術
を積極的に取り入れ急速に発展しつつある他のアジ
ア諸国の多くに後れをとることとなるであろう。国
内におけるソフト対策の強化がますます必要と感じ
た。

おわりに
　A-PBA の定例集会には今回初めて参加したが、
昨年「日本ではまだあまり馴染みのない」と紹介し
た PC に相当するプログラムが既に組まれていた。
ディスカッション形式で進められる全員参加型のこ
のプログラムは、参加者がバイオセーフティ技術に
対する共通認識を持つためには非常に優れた制度で
あると思われた。しかしわが国のバイオセーフティ
の分野ではまだこの方法は一般的ではなく、研修と
いえばどうしても一方的な講義形式に偏りがちであ
る。今後わが国のバイオセーフティのソフト面を強
化するにあたっては、アジア諸国も含め既に世界の
標準となりつつあるこの形式、すなわち対話を軸と
した研修方法をもっと積極的に取り入れてはいかが
であろうか。日本がどこかの国の無人島のようだと
揶揄されないよう、主要先進国としての自覚を持っ
て今後より一層ソフト面の強化に取り組みたいとこ
ろである。

参考資料
1）伊 木 繁 雄．American Biological Safety Association 

55th Annual Biological Safety Conference　参加報告，
JBSA Newsletter 3(1) : 39-42, 2013.

2）伊 木 繁 雄．American Biological Safety Association 
56th Annual Biological Safety Conference　参加報告，
JBSA Newsletter 4(1) : 51-55, 2014.

3）Iki S, et al. Validation experiment of daily autoclave 
sterilization practice，An Extract of A-PBA 9th 
Annual Biosafety Conference : a separate sheet, 2014．
※事務局側の不備により抄録への掲載はなく，別紙と
して配布された．
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総会・理事会報告

第 14 回日本バイオセーフティ学会総会報告

日時：平成 26 年 11 月 2 日（日）14：10-14：40
場所：長崎大学医学部良順会館

議事要旨：
1．理事長挨拶（倉根一郎）
2．�第 14 回日本バイオセーフティ学会総会・学術集

会学会長挨拶（大沢一貴、長崎大学）
3．議長選出
4．2013 年度、2014 年度活動報告　
 　倉根理事長より 2013-14 年度の報告があった。
 　2013 年度活動報告
　1）�第 13 回学会総会・学術集会　北海道（有川二

郎、北海道大学）
 　　（公開シンポジウムを含む）
　2）�専門家制度検討委員会にて制度について協議

を行った。
　3）�JBSA バイオセーフティガイドライン（案）

の作成。9 月 25 日にバイオセーフティガイド
ライン（案）検討会開催。

　4）海外学会参加
 　　�　IFBA（国際バイオセーフティ学会連盟）国

際会議がマレーシアで開催され篠原会員が参
加した。

 　　�　A-PBA（アジアパシフィックバイオセーフ
ティ学会）第 8 回年次会議がマレーシアで開
催され篠原会員が参加した。

 　　�　EBSA（欧州バイオセーフティ学会）年次
会議がスイスで開催され、黒澤、篠原会員が
参加した。

　5）ニュースレター
 　　No.6、7、8 を発行した。
 　2014 年度活動報告
　1）�第 14 回学会総会・学術集会　長崎　（大沢一

貴、長崎大学）
　2）�専門家制度検討委員会にて制度の検討を行っ

た。
　3）�JBSA バイオセーフティガイドライン（案）

の作成。第14回総会・学術集会において「JBSA
バイオセーフティガイドラインの紹介」セッ
ションが開催された。

　4）ニュースレター
 　　No.9、10を発行した。No.11を発行予定である。
　5）�日本学術会議協力学術研究団体の申請を行っ

た。
5．2013 年度（1 月 -12 月）会計報告　　
 　会計担当の棚林理事より報告があった。
6．2013 年度会計監査報告
 　�　倉田、吉川監事が平成 26 年 6 月 6 日に会計監

査を実施し、適正に運用されていることが報告
され承認された。

7．2013 年度会計が承認された。
8．2013 年度予算
 　�　会計担当の棚林理事より 2013 年の確定繰越金

を反映した予算の報告があった。
9．理事会推薦理事
 　�　理事会より森川茂会員が理事会推薦理事とし

て推薦され、承認された。
10．2015 年度活動方針と案件の承認
　1）�第 15 回学会総会・学術集会は篠原克明学会長

のもと東京で開催されることが承認された。
　2）�JBSA バイオセーフティ専門家制度について

引き続き作業を継続する。
　3）�JBSA バイオセーフティガイドラインについ

て、JBSA バイオセーフティガイドライン委
員会を中心に引き続き検討を行う。

　4）�海外学会；IFBA、ABSA および A-PBA との
連携を図る。

　5）ニュースレター No.12 ～ 14 を発行する。
　6）�理事半数改選選挙を実施し 2016-2019 年度理

事の選出を行う。
11．2015 年度予算案　　
 　�　会計担当の棚林理事より 2015 年度予算案の説

明があり、承認された。
12．会則の改定
 　�　監事の選出方法の明確化、理事長及び監事の

任期の明確化を図るための会則の改定が承認さ
れた。

理事会報告

日時：平成 26 年 8 月 30 日（土）10：00-12：00
場所：戸山サンライズ　会議室 A
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出席者：木ノ本雅通、倉根一郎（理事長）、
　　　　篠原克明、田代眞人、棚林　清、
　　　　吉田一也、倉田　毅（監事）、
　　　　吉川泰弘（監事）

議事要旨：
1．2014 年～ 2015 年役員について
 　�　2014 年～ 2015 年における理事の役割分担及

び監事について下記の通り確認がなされた。
 　会計担当：木ノ本理事、棚林理事
 　庶務担当：西條理事、篠原理事
 　学術担当：田代理事、賀来理事
 　選挙担当：田代理事、吉田理事
 　広報担当：三瀬理事、北林理事
 　監事：倉田毅監事、吉川泰弘監事
2．理事会推薦理事について
 　�　理事長より、理事会推薦理事として、森川茂

会員（国立感染研）の就任が提案され総会に諮
ることが確認された。

3．委員会・WG について
 　�　理事長より、以下の各委員会組織について確

認がなされた。また、委員の追加等については
柔軟に対応することが確認された。

　1）�バイオセーフティ専門家制度に関する検討委
員会

 　　�　会員数および予算を考慮の上、現実的な対
応を行う必要性が確認され、委員および制度
を含め検討を行うことが確認された。

 　　�　委員長として倉田　毅監事、委員として有
川二郎会員、賀来満夫理事、北林厚生理事、
篠原克明理事、杉山和良前理事長に就任を頂
く方向とすることが確認された。

　2）ニュースレター編集委員会
 　　�　委員長として杉山和良前理事長、委員とし

て小暮一俊会員、前田秋彦会員、森川　茂会
員に就任を頂く方向とすることが確認された。

　3）バイオセーフティガイドライン作成委員会
 　　�　委員長として篠原克明理事、委員として北

林厚生理事、倉田　毅監事、小暮一俊会員、
三木秀樹会員に就任頂く方向とすることが確
認された。

4．2013 年度決算および監査報告
 　�　2013 年度決算について説明がなされた。倉田

監事より監査報告がなされ、本決算が承認され
た。

 　�　また、「支出」内の「当初予算額」に対して「決
算額」が上回った場合の差額の表記について、

金額の前に「▲」を付け、差異を明確にするこ
とが確認された。

5．2015 年度予算案について
 　�　2014 年度予算（確定）について確認がなされ

た。会員および総会 ･ 学術集会参加者の増加対
策として、大学、衛生研究所、保健所、病院（感
染症指定医療機関）に総会 ･ 学術集会の案内を
送付すること、関係機関にホームページリンク
の依頼を行うことが確認された。

 　�　続いて、2015 年度（1 月 -12 月）予算（案）
について説明がなされた。「2015 年総会 ･ 学術
集会運営補助費」について、2015 年度より、補
助費を 30 万円とし可能な限り学会への返納を依
頼する方針とすること、当面の開催地は東京（近
辺）とすることが確認された。「ニュースレター
発行費」も減額を目指し、発行回数およびペー
ジ数の削減を行うこと、本学会会員への原稿執
筆料を無料とする方向とすることが確認された。

6．活動報告について
 　�　2013 年および 2014 年の活動内容について報

告がなされ、確認された。
7．第 14 回総会・学術集会について
 　�　理事長より、第 14 回学術集会 ･ 総会の開催概

要について説明がなされた。また、参加者数の
増加対策として、本総会 ･ 学術集会ポスターの
追加印刷を行い（本学会経費より支出）、関係機
関に送付する方針が確認され、大沢会長に確認
の上対応することとなった。

8．第 15 回総会・学術集会学会長選出
 　�　第 15 回総会 ･ 学術集会学会長について議論が

行われ、篠原克明理事（国立感染研）が選出され、
総会に諮ることが確認された。

9．�バイオセーフティ専門家認定制度およびガイド
ライン WG について

 　�　篠原理事より、WHO のガイドラインを基に
本学会バイオセーフティガイドラインの草案を
作成中であることが説明され、第 14 回総会 ･ 学
術集会において本草案について議論を行うこと
が確認された。

 　�　また、本ガイドラインの対象の拡大（企業、
病院）に向け、今後、大学および病院の研究者
を委員に追加する方向とすることが確認された。

10．ニュースレターについて
 　�　理事長より、ニュースレターの発行状況、予

定について説明がなされた。
11．その他
　1）日本学術会議協力学術研究団体について
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 　　�　理事長より、日本学術会議協力学術研究団
体への申請を再度行うことが説明され、確認
された。また、会員および役員に占める女性
の割合について議論がなされ、今後、理事会
推薦理事として女性会員の選出を検討するこ
とが確認された。

　2）海外団体との連携
 　　�　篠原理事より、IFBA の資格認証制度に関

する動向について説明がなされ、CEN による
ガイドラインが ISO の規格として採用された
こと、IFBA の 2 種の資格認証制度試験が開
始すること等の報告がなされた。

　3）�バイオセーフティ関連の ISO 化への対応、
TC 委員会への対応

 　�　篠原理事より、上記 CEN によるガイドライ
ンの ISO 化に伴い、「日本臨床検査標準協議会」
に対策委員会が設立され委員の募集が行われる
こと、国内の ISO 化に関する動向を把握するこ
とを目的として、本学会関係者が本委員として

活動する必要性があること等が説明された。
 　�　本件に関する情報を収集した上で検討を行う

ことが確認された。
　4）その他
 　�・会則について
 　�　本学会会則「3. 役員および役員会」について、

以下のとおり修正し、第 14 回総会 ･ 学術集会に
おいて提案することが確認された。

 　�3．役員および役員会
　　（5）監事は正会員より理事長が指名する。
　　（6）理事の任期は 4 年とし、…（略）。
　　（7）�理事長の任期は 2 年とし、再任可とする。

監事の任期は2年とし、再任可とする。（（7）
の項目追加）

　　（8）�理事会が総会 ･ 学術集会を運営する。
 　　 　（番号の変更）

以上
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第 15回日本バイオセーフティ学会総会・学術集会開催案内
学会長　篠原　克明　（国立感染症研究所）

ご挨拶

　第 15 回日本バイオセーフティ学会総会・学術集
会を久しぶりに東京（戸山サンライズ・新宿区）で
開催することとなりました。会期は平成 27 年 9 月
15 日（火）、16 日（水）、17 日（木）の 3日間です。
学術集会のテーマとしては、「新興・再興感染症対
応を考える」とし、9月 15 日（火）には特別シン
ポジウムとして「日本バイオセーフティ学会バイオ
セーフティガイドラインの解説」と「我が国におけ
る新興・再興感染症対応について」の 2題を企画し
ております。
　「日本バイオセーフティ学会バイオセーフティガ
イドラインの解説」では、ガイドラインの詳細につ
いて解説と具体的な実施例を紹介いたしたいと考え
ています。
　「我が国における新興・再興感染症対応について」
では、2014 年のエボラアウトブレイクや国内にお
けるデング熱、SFTS の発生などに関する情報提供
とその対応について総合的に検討してみたいと考え

ています。専門家によるこれら病原体の解説、国内
外における患者対応例や問題点の抽出、防護服・マ
スクなどの防護具に関する検討、病院や検査室など
の施設・設備に関する要求事項や問題点など、今後
の対応につながる具体的な議論ができればと考えて
おります。
　また、例年通り、一般演題と機器・器材展示も予
定しておりますので、皆様からの積極的なご応募を
お待ちしております。
　会場の「戸山サンライズ・全国障害者総合福祉セ
ンター」は、国立感染症研究所　戸山庁舎のすぐ近
くで、戸山公園も目の前にあります。最寄駅は東西
線「早稲田」もしくは大江戸線「若松河田」です。
まだまだ、暑い時期とは思いますが、多くの会員の
皆様の参加をお願いいたします。

平成 27 年 3 月吉日
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第 15回日本バイオセーフティ学会総会・学術集会
開催について

　第 15 回日本バイオセーフティ学会総会・学術集会は篠原克明学会長（国立感染症研究所）のもと 2015 年 9
月 15、16、17 日（火、水、木）に戸山サンライズ（全国障害者総合福祉センター、東京都新宿区）で開催さ
れることとなりました。セッション講演、一般演題発表、機器・器材展示などを行う予定です。また、9月 15
日（火）は特別シンポジウム 2題（日本バイオセーフティ学会バイオセーフティガイドライン解説、我が国に
おける新興感染症対応について）を計画しております。
　第 15 回集会の事務局を設けますので、ご質問などは学会事務局までご連絡ください。多くの会員、その他
の方々のご参加をお願いいたします。
　
募集演題分類項目：
1．安全管理全般（安全管理運営、教育・研修、病原体管理、病原体輸送、他）
2．病院・検査室バイオセーフティ
3．動物バイオセーフティ
4．安全機器、器具（安全キャビネット、防護具、他）
5．施設・設備設計（実験室、隔離病棟、病院検査室、他）
6．除染全般（消毒、滅菌、感染性廃棄物処理、他）
7．その他

　
演題募集締め切り：
　2015 年 7 月 10 日（金）です。
申し込み方法：
　プログラム作成用紙と講演要旨記入用紙をダウンロードの上、電子メールで送信願います。
申込先：
　第 15 回日本バイオセーフティ学会総会・学術集会事務局（第 15 回集会事務局）
　biseibutsu-com@umin.ac.jp
お問合わせ先：
　日本バイオセーフティ学会事務局
　株式会社　微生物科学機構内
　〒 112-0002　東京都文京区小石川 4-13-18
　E-mail: biseibutsu-com@umin.ac.jp
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お 知 ら せ

1）�第 15 回日本バイオセーフティ学会総会・学術
集会開催について

　第 15 回日本バイオセーフティ学会総会・学術集
会を篠原克明学会長（国立感染症研究所）のもと
2015 年 9 月 15、16、17 日（火・水・木）に戸山サ
ンライズ（東京都新宿区）で開催いたします。セッ
ション講演、一般演題発表、機器・展示などを行う
予定です。また、9 月 15 日（火）は特別シンポジ
ウム 2 題（日本バイオセーフティ学会バイオセーフ
ティガイドライン解説、我が国における新興感染症
対応について）を計画しております。ご質問等は第
15 回集会事務局までご連絡ください。多くの会員、
また非会員の方々のご参加をお願いいたします。
　一般演題募集締め切りは 2015 年 7 月 10 日（金）
です。
  第 15 回 集 会 事 務 局：E-mail：biseibutsu-com@
umin.ac.jp

2）学会費納入
　2015 年度（1－12 月）の年会費 10,000 円（正会員）、
1,000円（学生会員）および30,000円/一口（賛助会員）
をご納入くださいますようお願いいたします。納入
に際しましてはニュースレター第 12 号（2015 年 4
月）発送封筒に同封しています「払込取扱票」にて
ご納入ください。なお、前年度までの未払いがある
場合も同様に「払込取扱票」にてご納入くださいま
すようお願いいたします。
ご不明な点等は学会事務局まで問い合わせてくださ
い。

3）学会等開催案内
　�第 18 回欧州バイオセーフティ学会（EBSA）年

次会議
　　会期：2015 年 4 月 21－24 日

　　場所：ウイーン、オーストリア
　　http://www.ebsaweb.eu/
　�第 10 回アジア太平洋バイオセーフティ学会
（A-PBA）年次会議

　　会期：2015 年 6 月 23－26 日
　　場所：セブ、フィリピン 
　　http://www.a-pba.org/
　�第 15 回日本バイオセーフティ学会総会・学術集

会
　　会期：2015 年 9 月 15、16、17 日
　　会場：戸山サンライズ（東京）
　　学会長：�篠原克明（国立感染症研究所バイオ

セーフティ管理室）
　�第 58 回米国バイオセーフティ学会（ABSA）年

次会議
　　会期：2015 年 10 月 9－14 日
　　場所：プロビデンス、ロードアイラン
　　http://www.absa.org/

4）新規会員紹介（正会員）
　松井　元
　　一般財団法人化学及血清療法研究所
　　熊本県菊池市旭志川辺 1314 番地 1
　尾崎恵太
　　株式会社ニイタカ
　　大阪府大阪市淀川区新高 1-8-10
　柳　博通
　　株式会社竹中工務店
　　東京都江東区新砂 1-1-1

5）ニュースレターに関するご意見、要望
　ニュースレターに関する会員のご意見、ご要望を
是非ともニュースレター編集委員会または学会事務
局へお知らせくださいますようお願いいたします。
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【発行日】　　2015 年 4 月 1 日
【発行人】　　倉根　一郎（日本バイオセーフティ学会　理事長）
【発行所】　　日本バイオセーフティ学会　ニュースレター編集委員会
　　　　　　　　杉山　和良（委員長）
　　　　　　　　天野　修司、大沢　一貴、小暮　一俊、前田　秋彦、
　　　　　　　　森川　茂

　日本バイオセーフティ学会事務局
　株式会社 微生物科学機構内
　〒 112-0002　東京都文京区小石川 4-13-18
　FAX.03-6231-4035
　E-mail：biseibutsu-com@umin.ac.jp
　http://www.microbiology.co.jp/jbsa/gakkaiannai03.html
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